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（Ⅰ）農林水産・食品分野における
知的財産の創出・保護・活用の推進

１.植物新品種
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優良な新品種が支える我が国農業

• 植物新品種は我が国農業の発展を支える重要な要素である。

• 環境や消費者の嗜好に合った新品種の開発により、生産性の向上や付加価値
が増加し、農業者も消費者も利益を享受している。

【むきやすい栗】

渋皮が簡単にむけて、調理も簡単な画期的な

和栗「ぽろたん」

【製パン適性の小麦】

中力小麦とブレンド

することにより優れた

製パン適性を示す

小麦「ゆめちから」
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【省力化やスマート農業に適したりんご】

枝が横に広がらず、

コンパクトな樹姿

になるため省力栽培

に適した特性を持つ

りんご「紅つるぎ」

【多収性に加え、高温耐性も兼ね備えた米】

収量は同じ熟期の

「コシヒカリ」より

１割以上多収であり、

高温条件でも白未熟粒の

発生が少なく品質が

低下しにくい

水稲「にじのきらめき」 にじのきらめき コシヒカリ
写真：農研機構

写真：農研機構

写真：農研機構

写真：農研機構



育成者権管理強化に向けた種苗法改正

• 育成者権の管理強化に向けて、令和２年に種苗法を改正。
• 改正前の種苗法で課題であった

① 正規に販売された種苗の海外への持ち出しは違法でなかったこと
② 種苗の増殖実態の把握が不可能であったこと
について、措置を講じることができるよう改正を行ったところ。

正規に販売された登録品種の種
苗の海外への持ち出しは違法で
なかった。

育成者が品種登録出願時に届け出
ることで、登録品種の海外持出制
限が可能となった。

農業者が行う自家増殖*は違法
でなかったことから、種苗の増
殖実態の把握が不可能であった。

農業者による自家増殖を含めて全
ての増殖を許諾制として、育成者
権者が、登録品種の増殖実態の把
握が可能となった。

改正前の課題 改正後

*農業者が収穫物の一部を次期作の種苗に用いること

種苗法の改正（令和2年12月成立）
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海外持ち出しにかかる育成者権の消尽の特例（海外持出制限）

UPOV非加盟国の扱い

UPOV非加盟国への種苗の輸出につ
いては、全ての場合において個別の
許諾が必要

UPOV非加盟国には国際ルールに
基づく品種保護制度がない

育成者権の消尽による権利者の意図に反する持ち出しを制限するため、以下の手続きを経た
場合に育成者権は有効となる。

• 出願者が品種登録出願時に
① UPOV加盟国のうち品種の保護が図られないおそれがない国（「指定国」）を指定し、
② 指定国以外の国への種苗の持ち出しを制限する
旨の利用条件を農林水産省に届け出ることで、一旦育成者権者等により譲渡された種苗の
保護国への輸出であっても、指定国以外の国への種苗の輸出等(※)に育成者権が及ぶこと
となる。

• 「指定国なし」と届出を行うことで、全ての国への輸出について育成者権が及ぶ。

（※）種苗を輸出する行為及び最終消費以外の目的をもって収穫物の輸出をする行為。

① 持出制限は出願時に届出が必要。事後的な追加は不可。

② 持出制限とは、育成者権者による輸出差止め請求及び
損害賠償請求を行えるということであり、行政による処
分ではない。

③「属地主義」により、持出制限は海外での栽培差止め
には使えない（海外での品種登録が必要）。

留意点
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海外持出制限に係る届出がなされた品種数と主な品種(R7.1.1現在)(既出願品種)

品 目 届出品種数 主な届出品種

稲 519 ゆめぴりか、青天の霹靂、つや姫、銀河のしずく、新之助 等

麦 140 きたほなみ、さぬきの夢2009、ゆめあかり 等

大豆 118 シュウレイ、黒っこ姫、とよまどか、ふくあかね 等

かんしょ 79 べにはるか、ふくむらさき、ちゅら恋紅 等

りんご 85 シナノドルチェ、シナノリップ、もりのかがやき 等

もも 76 夢みずき、おかやま夢白桃、岡山PEH７号（白皇） 等

ぶどう 50 シャインマスカット、サニールージュ、クイーンニーナ  等

かんきつ 101 愛媛果試第28号（紅まどんな）、せとか、はれひめ、甘平 等

いちご 170 栃木i37号（とちあいか）、佐賀i９号（いちごさん）、よつぼし 等

メロン 37 アルシス、ゆめてまり、イバラキング 等

ネギ 25 ふゆわらべ、足長美人、湘南一本 等

花・観賞樹 3,388 紅ずきん（チューリップ）、天女の舞（シクラメン）等

茶 39 さいのみどり、つゆひかり、鳳春、さきみどり 等

その他 1,380

届出合計 6,207
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国内の指定地域外での栽培にかかる育成者権の消尽の特例
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• 出願者が品種登録出願時に
① 出願品種の産地を形成しようとする地域を「指定地域」として指定し、
② 指定地域以外の地域での収穫物の生産を制限する
旨の利用条件を農林水産省に届け出ることで、一旦育成者権者等により譲渡された種苗
等であっても、指定地域外での収穫物（繁殖の用に供されないもの）の生産（栽培）に
は育成者権が及ぶこととなる。

①出願時に届出が必要。品種登録公示後に地域の追加及び制限の撤廃は可能。事後的に指定地域を狭めることはできない。
②特定の地域に栽培を限定することで、産地形成を進めることを目的としているため、「指定地域なし」とする届出を行
うことは認められない。

留意点

栽培地域の制限届出あり

指定地域外

一旦正規に譲渡された
種苗等であっても、指
定地域外で用いて収穫
物を生産する行為には
育成者権が及ぶ。

国内

指定地域内

種苗の
購入者

利用制限
あり

消
尽

種苗の
購入

利用制限の届出がされた登録品種については、種苗の譲渡等をする者は、
利用制限が付されている旨及び利用制限の内容について種苗に表示する義
務を負う。（新法第21条の２第5項、第6項)

利用制限
あり

種苗の
購入者

消
尽

栽培地域の制限届出なし

種苗の
購入

消尽により、正規購入した種苗を
用いた収穫物の生産行為に育成者

権は及ばない

消尽により、正規購入した種苗を
用いた収穫物の生産行為に育成者

権は及ばない

国内



＜事業の内容＞ ＜事業イ メ ー ジ＞

１．海外ライセンス交渉加速化

海外ライセンス指針に則したライセンス契約の実現に向け、専門家の助言を受けて

行う交渉加速化の取組等を支援します。

２．海外育成者権管理事業

海外における育成者権の適切な管理と、国内農業振興や輸出戦略と整合する形で

の活用に向けた海外品種登録出願を支援します。

３．国内外における侵害対応

無断栽培等の育成者権の侵害に対する証拠収集、警告、訴訟等の対応を支援し

ます。

４．国内育成者権管理事業

ライセンス契約の中心となる果樹苗木の管理を徹底するため、苗木の個体管理シス

テムの導入実証や、厳格な苗木管理のためのリース方式の導入に向けた調査等を

支援します。

育成者権管理機関支援事業

このボックス内は12pt 枠の上下幅調整可 上下中央揃え
＜対策のポイント＞
植物新品種の保護・管理を徹底するとともに、海外から許諾料を得て新品種の開発投資を促進するため、育成者権者に代わって行う海外への品種登録、

侵害の監視や訴訟対応、海外ライセンス等の育成者権管理機関の取組を支援します。

＜事業目標＞
輸出重点品目の海外での１品種あたりの平均品種登録国数（２か国［令和９年度まで］）

［お問い合わせ先］輸出・国際局知的財産課（03-6738-6443） 

＜事業の流れ＞

国
育成者権管理機関支援

事業実施協議会

定額

【令和７年度予算概算決定額 197（197）百万円】

育成者権者

品種開発
への投資

ライセンス等
青果物
出荷

  無断栽培

ロイヤルティ

ライセンス等

監視
監視
警告・差止等

ライセンス先

警告・差止等

助言・支援

育成者権
管理機関

ロイヤルティ

外国政府
海外出願

【育成者権管理機関の取組全体のイメージ】

【育成者権管理機関による国内の育成者権管理のイメージ】
  ライセンス契約のニーズが見込まれる一方、海外流出リスクの高い果樹の苗木について、
個体管理モデルの導入を実証

果樹苗木
証紙

許諾された苗木に添付する証紙に代わり、個体
別にトレーサビリティ可能なIT技術（例えばICチッ
プ）を導入し、苗木管理システムと連動実証

IT活用
(ICチップ等)

個体情報も追加 苗木管理システム

Web上で入力

農地区画ごとに管理
・ 生産者名 ・ 生産者住所
・ 品種名 ・ 苗木本数 等
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育成者権管理機関の検討

• 優良な品種の開発者である公的機関や中小種苗会社等では、登録品種の適切な管理が
難しい現状。

• このため、育成者権者に代わって、専任的に知的財産権を管理し、ライセンスや侵害
の監視・対応等を行う育成者権管理機関の設立を目指す。

対応の方向

○ 育成者権管理機関は、育成者権者に

代わって、海外への品種登録や侵害の
監視を行うとともに、海外にライセンス

（利用許諾）し、育成者権者にロイヤ

ルティ（利用料収入）を還元する機能
を果たす。

○ 育成者権管理機関の取組を推進する
一環として、海外ライセンス指針に則し、

海外からのロイヤルティ収入を新品種開

発に投資するサイクルや、輸出先国にお
ける周年供給モデル構築により輸出促進

に寄与するライセンスの実現に向けた取

組を後押し。

【育成者権管理機関のイメージ】

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月11月12月

国内生産海外生産

〔海外ライセンスと輸出による周年供給イメージ〕
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知財を守るためには育成者権者の役割が重要

○ 品種登録をして、改正種苗法に基づく海外持出制限等の届出をしただけでは、新品種
は守られない。

○ 育成者権者自ら、登録品種の適正な管理、海外流出防止対策に取り組み、権利を守る
ことが必要。

育成者権者の様々な考え方

⚫ 品種登録していれば、国が守ってくれる。

⚫ 農業者への負担、品種の普及の観点から、自
家増殖は自由に認めた方が良い。

⚫ 農業者が海外流出させているわけではないの
で、自家増殖の管理は不要。

⚫ 海外持出制限の届出を行ったため、種苗の流
出は税関が止めてくれる。

⚫ 県内の生産者と誓約書を交わしているので、
海外流出はない。

種苗法の実効性を高めるため、育成者権の適切な管理が必要

✓ 本来、権利者自らが、知財権を
守ることが必要

✓ 登録品種は適切に管理すること
で価値が高まり、農業者の利益
につながる（適切に管理しなけ
れば一般品種と同様）

✓ 侵害が起きた場合は、民事的措
置が基本

✓ 許諾を得て増殖している者が把
握できて初めて違法増殖を把握
できる
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11
出典：UPOV
※”Residents”を国内出願分として集計

○主要国の各国内への出願状況を見ると、近年、中国が最も多く15,528件とEUの2,219件の約７倍。
○我が国では新品種の出願数が減少傾向にある。優良な新品種は我が国農業の強みの源泉でもあり、日本
農業の競争力にも影響が懸念。

○品種開発の促進には、研究開発の支援や知的財産権の保護など、投資環境の改善が不可欠。

主要国における新品種の出願の状況

(件)

出

  

願

  

数

R6.12 

営班更新
（
UPOV

加）

【各国における国内登録出願数の推移】

15,528

2,219

542
462
404



育成者（新品種を開発した者） 農林水産省
知的財産課
審査
↓
登録

出 願

権利付与

許諾料 許諾

無断利用者

品種登録と育成者権の付与・保護

• 新たに植物品種を育成した者は、国に登録することにより、知的財産権のひとつであ

る「育成者権」を得て、登録品種の種苗、収穫物、加工品の販売等を独占できる。

民事上の請求
・差止請求
侵害の停止・予防、侵害物等の廃棄を請求

・損害賠償請求、不当利得返還請求
・信用回復の措置の請求
業務上の信用を回復するのに必要な謝罪広告の掲載等を請求

刑事罰
・懲役又は罰金
個人：10年以下の懲役又は1000万円以下の罰金

（併科可能）
法人：３億円以下の罰金

関税法による措置
税関において、育成者権侵害物品の輸出入を取り締まり

利用者

侵害への対応

※育成者権者や利用許諾を受けた者から譲渡された種苗

等の利用に権利は及ばない。ただし、以下の場合にお

いては、例外として権利が及ぶ

・UPOV条約非加盟国及び海外持出制限の届出によって

持出可能と指定された国以外への輸出

・国内栽培地域指定の届出によって栽培可能と指定され

た地域以外での栽培

・種苗の増殖(自家増殖を含む)

特性表との比較により侵害の立証が可能

(推定規定・判定制度)

育成者権者
・登録品種の「種苗」、「収穫
物」 「加工品」を、業として
利用する権利を専有

・権利の存続期間：最長25年
（果樹等木本の植物は最長30年）

※一般品種(登録期間が過ぎて育成者権が消滅した品種、
過去に登録されたことのない品種及び在来種)は自由に
利用可能

登録の要件

・区別性

・均一性

・安定性

・未譲渡性(最初の譲渡から1

年以内。外国においては4年

(果樹等木本は6年)以内。)

・名称の適切性

これらを判定するための
栽培試験は種苗管理
センターで実施

12



新品種の出願・登録の状況

• 令和５年度の我が国における年間品種出願件数は618品種（うち外国育成196品種）、
年間登録件数は580品種（うち外国育成195品種）

• 令和５年度までの出願累計は37,589品種（うち外国育成12,580品種。農産種苗法に
よる出願217品種を含む。）
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出願件数
令和５年度 出願：618（うち外国育成196）

 登録：580（うち外国育成195）

令和４年度末の有効な登録件数：7,122

海外で開発された
品種の出願件数

登録件数

国内で開発された
品種の出願件数

年 度

登録件数

種苗法
全面改正

種苗法
一部改正
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登録品種の状況（作物別、権利者別）

権利存続中の登録品種数（各年度末）

登録品種の作物別割合（H10～R５計） 登録品種の権利者の類型別割合（H10～R５計）

• 令和５年度末の有効登録品種（現在権利存続中の品種）数は7,130品種
• 平成10年度以降の登録累計は23,796品種（令和5年度末時点）
• これまで登録された累計登録品種を作物別にみると、草花類(63%)、観賞樹(18％)、

野菜(6％)の順で多く、また権利者の類型別にみると、種苗会社（56％）、個人
(25％)、都道府県等(9％)の順で多くなっている（外国での育成品種を含む。）
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植物新品種開発における公的機関の役割

7,130
品種

736
品種

628
品種

624
品種

4,571
品種

公的機関の割合 25％

77％

49％

46％

8％

〇権利存続中の品種数は7,130品種(令和5年度末)。

〇作物別に見た場合、農業上重要な食用作物※や果樹では、公的機関の開発した品種が大きな割合を

占めている。

※稲、麦類、豆類、雑穀類などの穀物（観賞用、野菜用を除く）、かんしょ、ばれいしょ等のいも類

15



認定

【添付書類】
・品種登録簿の特性記録部
・侵害の事実を疎明するための資料 等

（関税法基本通達）

権利者

輸入者
（輸出者）

輸入差止申立て
（輸出差止申立て）

税関申立て

（国研）農研機構

種苗管理センター
鑑定結果

鑑定を嘱託

侵害疑義物
品を発見

（
没
収
・
自
発
的
処
理
）

輸
入(

輸
出)

禁
止

認定手続開始

輸入申告

侵
害
品
に
該
当

非
該
当

担
保
供
託
命
令

証
拠
・
意
見
の
提
出

証拠・意見の提出

検査実施

専門委員への意見照会

受理不受理
通知

意見
照会

回答

(30日以内)

(輸出申告)

農林水産大臣

輸
入(

輸
出)

許
可

育成者権侵害物品の水際対策（税関との連携）

権利者

輸入者（輸出者）
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品種保護制度とUPOV条約

育成者権

⚫ 品種保護制度は、当局への品種登録により、育成者に「育成者権」を付与する制度。権利者は登録品種
の種苗、収穫物等の生産・販売・輸出入を独占的に行うことができる。

⚫ UPOV条約は品種保護制度の国際的な共通ルールを定める条約であり、加盟国は条約に従って育成者権
を保護する法制度、体制を整備。

⚫ 加盟国では国際水準での品種保護が可能であるが、保護を得るためにはそれぞれの国ごとに品種登録が
が必要。

植物新品種の保護に関する国際条約（UPOV条約*）

• 優れた品種の開発を促進し、農業の発展に貢献することを目的に、新品
種の保護対象、保護内容、保護期間などの新品種保護に関する国際的な
共通ルールを規定。

• 1968年発効。締約国は、EU(27か国)、アフリカ知的財産機関(OAPI17

か国)を含む全世界の80か国・地域。

出 願

権利付与

許諾料 許諾

無断利用者利用者

侵害への対応

育成者（新品種を開発した者）

審査
↓
登録

民事上の請求（差止請求、損害賠償請求 など）
刑事罰

審査当局

【品種保護制度の枠組み】

【UPOV条約加盟国】
＊Union Internationale pour la Protection des Obtentions Végétales（植物新品種保護国際同盟）

17



海外への品種登録出願や育成者権侵害対策の支援

① 植物品種等海外流出防止総合対策・推進事業【令和7年度予算概算決定額152（157）百万円】

（令和6年度補正予算額 321百万円）

② 農業知的財産保護・活用等支援事業【令和7年度予算概算決定額 88（71）百万円】

• 海外で我が国で開発された優良な品種が無断で栽培されることがないように、海外

における我が国開発品種の侵害情報の収集や、育成者権取得や権利侵害対応に対し

て一元的に支援を行っている。

経費の定額又
は1/2を補助

海外

経費の2/3を補助

・海外での育成者権
侵害の情報提供

・海外で保護が必要
な品種の情報提供

品
種
登
録

差
止
請
求

損
害
賠
償
請
求

品種開発者

植物品種等
海外流出防止対策
コンソーシアム
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海外への品種登録出願の支援実績（2024年9月末現在）

• これまで403品種（延べ1,203件）の海外出願を支援し、242品種（延べ431件）につ

いては登録済となっている。

• また、226品種（延べ402件）については出願公表となっている。

総支援数403品種
（延べ 1,203件）

出願公表226品種
（延べ402件）

海外で仮に侵害が見つかったとしても、
現地法令に則り、品種登録後に栽培差
止めや損害賠償請求が可能

登録済242品種
（延べ431件）

➢ 新之助（稲：米国、豪州、ベトナム）
➢ ハロウィンスィート（かんしょ：韓国）
➢ 恋みのり(いちご：中国、韓国)
➢ 早味みかん(うんしゅうみかん：韓国)

など

うち75品種（99件）が審査協力に基づく
登録

（注１）一品種を複数の国に出願している場合、出願公表中と登録済の両方に計上されることがあるため、総支援品種
数は出願公表品種数と登録済品種数の合計と一致しない。
（注２）延べ支援件数が、出願公表件数と登録済件数の合計と一致しないのは、公表前のものや途中で出願を断念し
たものなどが存在するため。
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＜対策のポイント＞
我が国優良品種の海外への流出･無断増殖を防止するため、品種登録（育成者権の取得）や国内外の侵害対策に係る経費を支援するとともに、在来種

等の保存、品種保護制度における特性調査・品種識別技術の高度化等を支援します。

＜事業目標＞
輸出重点品目の海外での１品種あたりの平均品種登録国数（２か国［令和９年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イ メ ー ジ＞

１．海外における育成者権の取得支援等  97（120）百万円

育成者権者や民間団体等による以下の取組を支援します。
① 海外出願
② 育成者権侵害対策

国内外の育成者権の侵害対策に向け、育成者権者が行う侵害疑義品の調査、
権利行使に関する専門家への相談、防衛的許諾の活用等を支援します。

③ 種苗資源の保護
種苗生産の維持が困難である在来種（伝統野菜等）や優良品種の種苗資源

の保存及び特性や遺伝子情報の評価等、遺伝資源保存活動を支援します。
④ 品種保護制度における特性調査・品種識別技術の高度化

品種登録審査や侵害立証における、遺伝子情報等を活用した精度の高い品種
識別技術の開発・高度化等の取組を支援します。

⑤ 流通品種データベースの運用
登録品種から一般品種まで含めて、農業者等が流通名から容易に必要な情報

を検索することができるデータベースの運用を支援します。

２．育成者権保護のための環境整備 55（37）百万円
海外における品種保護に必要となる技術的課題の解決や東アジア地域における品

種保護制度の整備等、育成者権保護の環境整備に資する取組を実施します。

植物品種等海外流出防止総合対策・推進事業

［お問い合わせ先］輸出・国際局知的財産課（03-6738-6443） 

育
成
者
権
者

海外出願
支援申請

出願経費支援
（定額、1/2）

国内外で権利
侵害発生

侵害対応経費
支援（2/3）

植
物
品
種
等
海
外
流
出
防
止
対
策

コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
（
事
業
実
施
主
体
）

1.①

1.②

1.③

・伝統野菜等の種苗資源の保存
・遺伝資源保存活動

＜事業の流れ＞

国

育成者権
者

植物品種等海外
流出防止対策
コンソーシアム

委託

民間団体等

定額、2/3以内、
1/2以内

定額、2/3以内、
1/2以内

（２の事業）

民間団体
等

定額、1/2以内

（１③④の事業）

（１①②の事業）

我が国の優良品

種の海外への流

出・無断増殖を防

止することにより、

海外市場で海外

産と競合しない環

境を確保して、輸

出促進に貢献

1.④
⚫国内外での監視・差止
⚫裁判における真正性立証
⚫税関による差止措置

DNA品種識別技術の開発・高度化
・品種開発に伴う判別品種の拡大
・DNA抽出可能部位の拡大
・識別可能品目の拡大

・いちご、ぶどう、さつまいも等の侵害品が多い
品目を中心に行う巡回・監視

1.②

育成者権侵害対策
育成者権者が行う以下の取組を支援

⚫ オンライン取引の巡回・監視

⚫ 侵害疑義品への対応

・出品取下げ要請、出品者への警告、訴訟等
への対応

（１⑤の事業）

【令和７年度予算概算決定額 152（157）百万円】
（令和６年度補正予算額 321百万円）
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（Ⅰ）農林水産・食品分野における
知的財産の創出・保護・活用の推進

２.家畜遺伝資源

22



家畜遺伝資源法（家畜遺伝資源に係る不正競争の防止に関する法律）の概要

１ 不正競争の定義

✓ 家畜遺伝資源である和牛の精液・受精卵の詐欺・窃盗等による不正取得等
を不正競争行為として定義

２ 不正競争による損害への救済措置

✓ 家畜遺伝資源に係る不正競争行為に関して、契約の当事者ではない第三者
に対しても、差止請求、損害賠償請求が可能

✓ 損害賠償請求における損害額の推定方法、裁判所による信用回復命令につ
いて措置

３ 罰則の導入

✓ 悪質性の高い不正行為については、重い罰則を適用

➢ 家畜遺伝資源である和牛の精液・受精卵について、
不正な取得等を防止し、生産事業者の利益を保護する制度を創設。

（令和２年10月施行）

34
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〇 和牛遺伝資源の適正な流通管理及び知的財産としての価値の保護強化に向けて、以下の２法が令和２年 ４
月17日に成立し、令和２年10月1日に施行。

① 家畜改良増殖法の一部を改正する法律

精液・受精卵の流通規制の強化

② 家畜遺伝資源に係る不正競争の防止に関する法律

契約の当事者ではない第三者の不正利用にも対抗できる新たな仕組みの創設（差止・損害賠償請求、刑
事罰）

畜産農家
（自家利用）

国・県
家畜人工授精所以外
（ブローカー、農家）

家畜人工授精所

×

不正利用

①

①

②

家畜人工授精所
（種雄牛の飼養者）

家畜人工授精所

和牛遺伝資源関連２法成立の背景及び概要

（国内利用を条件とする売買契約） （国内利用を条件とする売買契約）

家畜人工授精所に業務状況
の定期報告等を義務化

第三者の不正利用に対する差止請求、損害賠償等

詐欺等による悪質な不正行為に対しては、刑事罰を措置
個人：10年以下の懲役、１千万円以下の罰金（併科可）
法人：３億円以下の罰金

×
①

容器(ストロー）への種
雄牛名等の表示を義務化

①

譲渡不可（家畜人工
授精所以外での保存
禁止を明文化）

譲渡不可（家畜人工
授精所以外での保存
禁止を明文化）

精液・受精卵の譲渡等記録を義務化精液・受精卵の譲渡等記録を義務化精液・受精卵の譲渡等記録を義務化

注）青色は、①家畜改良増殖法の改正内容
赤色は、②家畜遺伝資源に係る不正競争の防止に関す

る
法律の措置内容 24



○ 県の試験場や民間種畜場等（家畜人工授精所）で飼養されている種雄牛から採取された精液から、凍結精
液が生産される。

○ 凍結精液は、家畜人工授精所から直接又は他の家畜人工授精所を介して流通し、畜産農家で飼養されてい
る雌牛に獣医師又は家畜人工授精師によって注入される。受精卵についても、家畜人工授精所で生産され、精
液と同様に流通し、畜産農家で飼養されている雌牛に、獣医師又は家畜人工授精師によって移植される。

県試験場、民間種畜場、
診療施設（獣医）

採精・検査

種雄牛

人工授精 / 受精卵移植

獣医師又は家畜人工授精師によ
る 精液の注入又は 受精卵の移植

・ 獣医師又は家畜人工授精師が精液
や受精卵を購入し農家の家畜に授精
等を行う場合と、農家が精液や受精
卵を購入し獣医師又は家畜人工授精
師に授精等を依頼する場合とがある。

・ なお、獣医師又は家畜人工授精師
の資格がなくても、農家は自己の所
有する家畜に対しては、授精等を行
える。

雌牛

精液証明書
・・・・・・・・
名 号：霞ヶ関
・・・・・・・・
採取年月日：R2.10.2
・・・・・・・

第0001216号

受精卵証明書
種畜名前：霞ヶ関
雌牛名前：ちよだ
・・・・・・・・
検査年月日：R2.10.2
・・・・・・・

第0001216号

家畜人工授精用
精液

家畜体内（体
外）
受精卵

採卵・検査

・ 家畜人工授精用精液の生産
・ 家畜体内（体外）受精卵の生産

体外授精・検査

民間家畜人工授精所

農協、農済、畜産協会

家畜人工授精所

・ 種畜場等から直接畜産農家が精液や
受精卵を購入。

・ 地域の拠点（サブセンター、窓口
団体等）等を通じて民間の家畜人
工授精所が精液や受精卵を購入。

畜産農家

家畜人工授精用精液等の生産・流通・利用
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（Ⅰ）農林水産・食品分野における
知的財産の創出・保護・活用の推進

３.スマート農林水産業・フードテック等の新たな技術
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◼ スマート農業技術の活用の促進に当たっては、スマート農業技術に適した生産方式への転換を図りながら、その現
場導入の加速化と開発速度の引上げを図る必要。

関係者の声

✓ 農業分野の研究機関（農研

機構等）や生産現場に伝手

がなく、技術開発や生産現場

への橋渡しがうまくできない。

✓ ほ場などの条件が多岐にわた

ることや、慣行的な栽培方法

へのこだわり、作物ごとの転用

が困難なことが技術の開発・導

入双方のハードルを上げている。

✓ 技術開発・供給側と生産現

場側の両方の歩み寄りが重要。

自動収穫機での収穫に失敗したキャベツ

GNSSガイダンス、自動操舵システム

開発速度を引き上げるには、スマート農業技術に適した生産方式への転換により開発ハードルを下げつつ、
開発が特に必要な分野を明確化して多様なプレーヤーの参画を進めることが重要

✓ 衛星データを活用して農機を直進制御する技術等、
一部の農機等では実用化が始まっている

✓ ニーズの高い野菜や果樹の収穫ロボット等の技
術開発は難度が非常に高く、実用化に至らず

ドローン

開発者

出荷規格に合わせて収穫するには、
人手が必要だが、

将来、人員を確保することも難しく、
営農を続けられないかも…

実需者ニーズに合わせて、機械で一斉収穫ができるよう
畝間を広げ、品種を変えたら、スマート農業機械
が良く機能したよ。これなら、農業が続けられるね

スマート農業技術の現場導入を加速させ、その効果を十分に引き出すには、ほ場の畝間拡大、均平化や合
筆、枕地の確保、作期分散、出荷の見直し等、スマート農業技術に適した生産方式への転換が重要

人手を前提とした慣行的な生産方式
（現状）

スマート農業技術に適した生産方式への転換
（目指す姿）

農業の現場では・・・

技術の開発では・・・
異業種で培った技術を農
業分野に生かしたいけど、ほ
場も 作物の生育もバラバ
ラで 手が出せないなぁ｡｡

スマート農業技術の活用の促進に当たっての課題スマート農業技術の活用の促進に当たっての課題

https://www.bing.com/ck/a?!&&p=d02aee5b41bed956JmltdHM9MTY4OTEyMDAwMCZpZ3VpZD0wMTYyN2JmOS0yMDY0LTY2ODItMGZhMC02OWJhMjFkNzY3OWYmaW5zaWQ9NTUzMg&ptn=3&hsh=3&fclid=01627bf9-2064-6682-0fa0-69ba21d7679f&u=a1L2ltYWdlcy9zZWFyY2g_cT3jgYTjgonjgZnjgajjgoQg5Y-O56mrJkZPUk09SVFGUkJBJmlkPUM2MkUxNTczMjY3QjYzM0I2QTg5QjA1MDYzNkZDMDJCRTA1M0IyNjA&ntb=1


スマート農業技術活用促進法※の概要

①スマート農業技術の活用及びこれと併せて行う
農産物の新たな生産の方式の導入に関する計画

（生産方式革新実施計画）

農林水産大臣（基本方針の策定・公表）
（生産方式革新事業活動や開発供給事業の促進の意義及び目標、その実施に関する基本的な事項 等）

申請 認定 申請 認定

【生産方式革新事業活動の内容】
・スマート農業技術の活用と農産物の新たな生産の方式の導入
をセットで相当規模で行い、農業の生産性を相当程度向上させ
る事業活動

【申請者】
・生産方式革新事業活動を行おうとする農業者等※1

（農業者又はその組織する団体）

【支援措置】
・日本政策金融公庫の長期低利融資
・行政手続の簡素化（ドローン等の飛行許可・承認等）など

【開発供給事業の内容】
・農業において特に必要性が高いと認められるスマート農業技術等
※2の開発及び当該スマート農業技術等を活用した農業機械等又
はスマート農業技術活用サービスの供給を一体的に行う事業
※2 スマート農業技術その他の生産方式革新事業活動に資する先端的な技術

【申請者】
・開発供給事業を行おうとする者
（農機メーカー、サービス事業者、大学、公設試等）

【支援措置】
・日本政策金融公庫の長期低利融資
・農研機構の研究開発設備等の供用等
・行政手続の簡素化（ドローン等の飛行許可・承認）など

②スマート農業技術等の開発
及びその成果の普及に関する計画

（開発供給実施計画）

※農業の生産性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関する法律

スマート農業技術活用サービス事業者や食品等事業者が行う生産方式
革新事業活動の促進に資する措置を計画に含め支援を受けることが可
能

【税制特例】①の計画に記載された設備投資に係る法人税・所得税の特例（特別償却）、②の計画に記載された会社の設立等に伴う登記に係る登録免許税の軽減

農業者の減少等の農業を取り巻く環境の変化に対応して、農業の生産性の向上を図るため、
①スマート農業技術の活用及びこれと併せて行う農産物の新たな生産の方式の導入に関する計画（生産方式革新実施計

画）

②スマート農業技術等の開発及びその成果の普及に関する計画（開発供給実施計画）

の認定制度の創設等の措置を講ずる。

【法第６条】

【法第7条～第12条】 【法第13条～第19条】

※1 継続性や波及性を勘案し、複数の農業者が有機的に連携して取り組むことが望ましい
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◼ 農業において特に必要性が高いと認められるスマート農業技術等について、基本方針第２の１(２)において、開
発供給事業の促進の目標として明示し、開発のリソースを必要な分野に重点的に投入。

◼ 具体的には、①営農類型ごとに、②省力化又は高度化の必要性が特に高く、かつ、スマート農業技術等の実用化
が不十分な農作業について、③スマート農業技術等を実用化することにより、④生産性の向上に関する目標を達
成する技術体系を令和12年度までに構築することを目標とする。

【基本方針における開発供給事業の促進の目標の記載内容（果樹・茶作の例）】

選別・調製・出荷

摘蕾・摘果

その他

収穫

出典：スマート農業実証プロジェクト採択地区のデータ

(h/10a)

農作業の区分
スマート農業技術等

生産性の向上に関す
る目標営農類型等 農作業の類型

果 樹 ・ 茶 作
（かんきつ、
りんご、かき、
ぶどう、くり、う
め、日本なし、
もも、おうとう、
茶等）

栽培管理 ・自動収穫機の汎用化等を通じた
受粉、摘果、摘粒、摘葉、ジベレリ
ン処理、剪定、剪枝、整枝、被覆
等の省力化に係る技術

労働時間60%削減

除草及び防
除

・急傾斜地等の不整形な園地にお
ける自律走行除草機等の除草作
業の省力化に係る技術

・ドローンや自律走行型の農薬散布
機等の防除作業の省力化に係る
技術

労働時間80%削減

収穫及び運
搬

・自動収穫機や台車ロボット等によ
る収穫又は運搬作業の省力化に
係る技術

労働時間60%削減

選別、調製
及び出荷

・自動選果機等の選別、調整又は
出荷作業の省力化に係る技術

・庫内の環境の精密制御等による
貯蔵・品質保持の高度化に係る
技術

労働時間60%削減
又は付加価値額20%
向上

省力化又は高度化の必要
性が特に高く、スマート農
業技術等の開発が遅れて
いる農作業を特定。

【果樹作の月別慣行作業時間】

スマート農業実証プロジェクトの効果実績をもとに「生産性の向上に
関する目標」を設定。その達成に向け、スマート農業技術等を実用
化することにより、スマート農業技術とその効果を十分に発揮させる新
たな生産方式による技術体系を構築する。

自動収穫ロボット
の実用化

除草・防除

目標とする削減効果

開発供給事業の促進の目標（重点開発目標）

自動収穫ロボットに
合わせた樹形の変更

果樹・茶作の収穫
及び運搬作業の
労働時間60%削

減



IPCSA（スマート農業イノベーション推進会議）について

◼ スマート農業技術の開発及び普及の好循環の形成を推進していくため、農業者、JA、関係団体、民間企業
（メーカー、スタートアップ、農業支援サービス事業者、食品事業者等）、高専・大学・研究機関、地方公共団体、
農業高校・農業大学校等の多様なプレーヤーが参画するIPCSA（スマート農業イノベーション推進会議）※を
設置。

◼ 同会議において、生産と開発の連携、情報の収集・発信・共有、関係者間のマッチング支援、人材育成等を通じ、
コミュニティ形成を促進。

◼ 必要な予算を確保の上、令和７年度より本格的に活動を開始。

主な機能

1. 生産と開発の連携

2. 情報の収集・共有・発信

3. 関係者間のマッチング

4. 人材の育成

5. 技術的な検討

令和６年９月   準備会合の開催
10月～  HP開設、入会募集

令和７年６月～  設立総会の開催、専用サイトの公開、調査事業の実施
７月～  マッチングイベント、技術研修会、共通課題に対応する検討会の開催 等

構成員

詳細及び
入会はこちら

今後のスケジュール

※IPCSA：Innovation Promotion Conference for Smart Agriculture

イ プ サ

イ  プ  サ

IPCSAを核として、
多様なプレーヤーが参画

高専・大学・

研究機関

農業者

関係府省

地方公共団体

関係団体
（農業者団体、

関係業界団体 等）

JA

民間企業
（メーカー、スタートアップ、

サービス事業者、食品事業者等）

農業高校・

農業大学校



✓ 問合せ窓口を通じ、
随時意見を受付

✓ 定期的なアンケート等で      
ニーズを収集

✓ 国内外の研究開発・実用化の
動向等を調査

✓ 優良事例を含め、参加者間で
情報共有

✓ スマート農業技術等             
に関する正確な                 
情報発信

✓ スタートアップやサービス事業
者等の情報把握

✓ マッチングの場の提供

✓ 異分野の参画を促すイベント
等の開催

✓ 技術習得に向けた指導者        
の派遣

✓ 実践的な研修機会の提供

✓ 農業高校、                         
農業大学校等                      
との連携

✓ 経営判断に資する指標の検討、
優良事例の分析

✓ 開発された技術の                
客観的な評価                 
手法の検討

✓ 標準化等の検討

✓ 革新的な取組の表彰

✓ 様々な取組主体との             
連携のあり方                    
の検討

①生産と開発の
連携

②情報の
収集・共有・発信

③関係者間の
マッチング

④人材の育成 ⑤技術的な検討 ⑥その他

IPCSA（スマート農業イノベーション推進会議）の機能
イ プ サ



＜事業の全体像＞

スマート農業技術活用促進集中支援プログラム

＜対策のポイント＞
スマート農業技術活用促進法に係る生産方式革新事業活動を行う農業者等や開発供給事業を行う者に対して、スマート農業技術を活用するための環境

整備や各種支援事業の優遇措置等により集中的かつ効果的に支援を行い、栽培方式の転換やスマート農業技術等の開発を促進し、農業の生産性の向上
を図ります。

＜事業目標＞
スマート農業技術の活用割合を50％以上に向上［令和12年度まで］

生産方式革新事業関係 開発供給事業関係

社会実装の下支え

スマート農業技術活用の促進のための環境整備関係

・強い農業づくり総合支援交付金のうち食料システム構築支援タイプ【R7当初】
・農地利用効率化等支援交付金 【R7当初】
・スマート農業・農業支援サービス事業導入総合サポート事業 【R7当初】
・スマート農業・農業支援サービス事業導入総合サポート緊急対策事業 【R6補正】
・国産小麦・大豆供給力強化総合対策 【R7当初、R6補正】
・持続的生産強化対策事業のうち果樹農業生産力増強総合対策【R7当初】 等

認定生産方式革新事業者が行うスマート農業技術の活用と新しい生産方式の
導入の取組に対し、予算上の優遇措置等を設定し、集中的に支援します。

スマート農業機械の導入 技術に適した生産方式への転換

認定開発供給事業者が行う本法に基づく重点開発目標に沿った開発・実用化
の取組に対し、予算措置上の優遇措置等を設定し、集中的に支援します。

・スマート農業技術活用促進総合対策 【R7当初】
・スマート農業技術開発・供給加速化緊急総合対策【R6補正】
・スタートアップへの総合的支援 【R7当初】
・革新的新品種開発加速化緊急対策【R6補正】 等

レタス収穫ロボット ブドウの管理作業ロボット

スマート農業技術の開発 機械作業に適した品種の開発

果梗枝が長く、果
実の認識が容易と
なる形質

【支援イメー
ジ】

・農山漁村振興交付金（情報通信環境整備対策）【R7当初】 ・農業農村整備事業【R7当初、R6補正】 ・スマート農業技術開発・供給加速化体制整備【R6補正】
・スマート農業イノベーション推進会議の創設【R7当初】 ・スマート農業教育推進【R7当初】 等

農地の大区画化や情報通信基盤の整備、スマート農業教育の充実、生産者・開発者が参画するスマート農業イノベーション推進会議の立ち上げをはじめとしたスマート
農業技術活用の促進のための環境整備を支援。

いちご

【支援イメー
ジ】

果樹の省力樹形への改植
直播用ドローン ロボットトラクタ

【令和７年度予算額 18,220百万円】
（令和６年度補正予算額 27,785百万円）



＜事業の内容＞ ＜事業イ メ ー ジ＞

１．スマート農業技術の開発・供給

スマート農業技術の開発・供給を加速化する取組を支援します。

①重点課題対応型研究開発（民間事業者対応型）

②重点課題対応型研究開発（農研機構対応型）

２．スマート農業普及のための環境整備

スマート農業を普及させるための環境整備を行います。

① 農林水産データ管理・活用基盤強化

② データ駆動型農業の実践・展開支援事業

③ 農林水産業におけるロボット技術安全性確保策検討

④ データ駆動型土づくり推進

⑤ スマート農業教育推進

➅ 次世代の衛星データ利用加速化事業

⑦ スマート農業技術の活用促進に向けた協議会の設置・運営

（令和６年度補正予算）スマート農業技術開発・供給加速化緊急総合対策

本対策において、現場ニーズに対応したスマート農業技術の開発・改良、技術導

入に向けた栽培体系の確立や技術の運用方法の標準化等の取組を支援します。

＜対策のポイント＞
ロボット、AI、IoT等の先端技術を用いた省力化・効率化を可能とするスマート農業技術の開発・供給を推進するとともに、スマート農業普及のための環

境整備を行い、スマート農業の社会実装に向けた取組を総合的に展開します。

＜事業目標＞
スマート農業技術の活用割合を50％に向上［令和12年度まで]

技
術
開
発
・
供
給

実
装
・
普
及
に
向
け
た
環
境
整
備

１．スマート農業技術の開発・供給

スマート農業の社会実装・実践

２．スマート農業普及のための環境整備

⑤スマート農業教育推進

＜事業の流れ＞

国 定額 民間団体等 （２②の事業の一部）

定額 民間団体等
（公設試、大学を含む）

（２①③の事業）

定額

委託 民間団体等

全国協議会

（２⑤➅の事業、 ２⑦の事業の一部）

（２④の事業）

定額
都道府県

定額、1/2
協議会 （２②の事業の一部）

➅

①民間事業者による
重点開発目標に沿った品目ごとの特性に応じた
技術の開発・製品化

②農研機構による
 品目共通のベースとなる技術（基幹的技術）や
開発を促進する技術（基盤的技術）の開発

（国研）農業・食品産業技術総合研究機構交付（定額） （１②の事業）

AI

② ➂

⑦

① データ連携による
新たなサービス開発を支援

サービス事業体が利用する
営農管理システムの開発を支援

サービス
向上

オープンAPIを
活用してデータ

を取得

サービス事業体 農業者

技術の横展開の支援
・衛星画像の購入/解析
・利活用のマニュアル作成
・利活用事例の情報発信 等

衛星データの新たな
適用可能性の調査

協議会

生
産
方
式

の
革
新

技
術
等
の

開
発
・
供
給

スマート農業技術の活用促進に向け
た
協議会の設置・運営

オンライン講座、体験型研修

分析機器の活用 データ収集

生産性・収益向上に 
結びつける体制づくり等

遠隔監視によるロボット
農機の安全技術等の検証
及び安全確保策の検討

ロボット農機（無人）

【基幹的技術の例】
汎用型ベース機

【基盤的技術の例】
AI開発用教師データ

【例】レタス収穫ロボット 【例】ブドウの管理作業
ロボット

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究推進課（03-3502-7462）

（１）スマート農業技術活用促進総合対策
【令和７年度予算額 1,686（1,212）百万円】
（令和６年度補正予算額 3,525百万円）

（国研）農業・食品産業
技術総合研究機構

交付（定額） 民間団体等
(公設試、大学を含む)

委託 （１①の事業）
（２⑦の事業の一部）
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＜事業の内容＞ ＜事業イ メ ー ジ＞

１．スマート農業技術開発・供給加速化対策 3,525百万円

① 重点課題対応型研究開発（民間事業者対応型）

特に必要性が高いスマート農業技術の開発を促進するため、スマート農業技術活用

促進法に基づく重点開発目標に沿った民間事業者による研究開発を支援します。

② 現場ニーズ対応型研究                                     

中山間地域を含む多様な現場ニーズに対応するため、スタートアップ、異業種、農機

メーカー、大学、公設試等と産地が連携した機動的な研究開発を支援します。

③ 技術改良・新たな栽培方法の確立の促進

開発技術を円滑に産地へ供給するため、メーカーとサービス事業者等によるプロトタイ

プの製造段階における改良や技術に適合した新たな栽培方法の確立を支援します。

④ スマート生産方式SOP（標準作業手順書）作成研究 

スマート農業技術の導入を推進するため、導入効果を着実に発揮させる栽培体系や

サービス事業者を介した技術の運用方法等を検証し、標準化する取組を推進します。

２．アグリ・スタートアップ創出強化対策   400百万円

SBIR制度のもと、革新的な研究開発・事業化を目指すスタートアップ等の育成や

若手人材の発掘・能力向上を支援します。

３． スマート農業技術開発・供給加速化体制整備                     1,434百万円

農研機構の有する知見や設備等を産学官が連携して利用するためのスマート農業

技術に関連する施設を整備します。

【令和６年度補正予算額 5,359百万円】

＜対策のポイント＞
不足する農業労働力や中山間地域等を含めた多様な地域課題に対応するため、スマート農業技術の開発・供給の取組を推進するとともに、革新的な研究

開発と事業化を目指すスタートアップ・中小企業等の支援、農研機構の機能強化など、開発・供給の加速化に向けた取組を総合的に展開します。

＜事業目標＞
スマート農業技術の活用割合を50％に向上［令和12年度まで］

＜事業の流れ＞

国

（国研）農業・食品産業技術
総合研究機構

交付（定額） 民間団体
等

(公設試、大学を含む)

委託

［お問い合わせ先］（１、２の事業）農林水産技術会議事務局研究推進課（03-3502-7462）
（３の事業）   研究調整課（03-3502-7472）

（２）スマート農業技術開発・供給加速化緊急総合対策

（１、２の事業 ）

技
術
開
発
・
供
給

＋

取
組
の
加
速
化

１．スマート農業技術開発・供給加速化対策

① 重点開発目標に沿った、品目ごとの特性
に応じた技術の開発・製品化

② 中山間地域を含む多様な現場ニーズに
対応した、既開発技術の活用等による機
動的な研究開発

③ 技術の質的向上 (汎用化、精度・ユーザ
ビリティの向上）や技術に適合した新たな
栽培方法の確立

④ 技術の導入効果を着実に発揮させる栽
培体系やサービス事業者を介した技術の運
用 方 法 等 の 検 証 、 標 準 作 業 手 順 書
（SOP）の作成

自動化技術に適合した
樹形への転換方法

収穫率の向上
【SOPの例】
自動収穫ロボットの導入効果を最大化す
るための栽培管理体系の確立、アプリ化

レタス収穫ロボット ブドウの管理作業ロボット

【例】 

中山間地域向けの管理作業機の小型化

（非乗用型への転換など）

２．アグリ・スタートアップ創出強化対策 ３．スマート農業技術開
発・

供給加速化体制整備

定額

（３の事業 ）

農研機構の施設等供用等に
関連する施設整備を実施

フェーズ１
（構想段階）

フェーズ２
（実用化段階）

フェーズ０
（発想段階）

事業化準備
フェーズ

技術シーズ
創出

実現可能性
調査や概念
実証

事業化に向け
た研究開発と
事業計画策
定等の準備

PMF※に向け
た実証・技
術改良等

※PMF（プロダクトマーケットフィット）：顧客の課題を満足させる製品を提供し、
それが適切な市場に受け入れられている状態。

【支援内容】

発想段階から事業化準備フェーズまで、研究
開発・事業化を目指す取組を切れ目なく支援

優秀な若手人材の発掘・能力向上支援

プログラムマネージャーによる伴走支援
スタートアップ・
中小企業・大
学・公設試等

社会実装・
事業化へ

【例】

【例】

82%
93%

85%

（国研）農業・食品産業技術
総合研究機構
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農林水産省 輸出・国際局 知的財産課 ／Intellectual Property Division. Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

農 業 者 等 農 業 者
その他事業者

＜データの提供＞ ＜ビッグデータの保存・分析＞ ＜システムの利用＞

背景

対応

環境センサーＡ社 トラクタ開発Ｃ社

データやシステムが無差別に使用され、
ノウハウの流出に繋がるおそれ

農業分野におけるAI・データに関する契約ガイドライン
を策定

課題

農業分野のビッグデータ・ＡＩの活用により生産性や品質の向上を実現
農産物の高品質・美味しさ等を生み出すノウハウの流出防止

データ利用の
ルールがない土壌センサーＢ社 成分分析Ｄ社

データの流出や目的外使用への
懸念から、データ提供が進まない

データ提供の
ルールがない

農業分野におけるデータ利活用促進とノウハウ保護のルール作り

○ データやＡＩ等を活用し農産物の品質や生産性の向上を図るスマート農業を推進するためには、農業者が安心してデータ
を提供できる環境を整備する必要。

○ 農林水産省は、データの提供者（農業関係者）及び受領者（農業機械メーカー、ICTベンダ等）の契約の考え方及びひ
な形等の内容とする「農業分野におけるＡＩ・データに関する契約ガイドライン」を令和２年３月に策定・公表。

○ 今後は、同ガイドラインによる契約実務が現場で根付くよう、農林水産省の補助事業等におけるルール化や関係者への研
修等を実施し、農業データの利活用とノウハウの保護に関する考え方について普及・啓発を図る。
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農業技術も流出のおそれ

• 農業現場には、熟練農家の優れた技術・ノウハウや栽培データ等の重要な知的財産が多
く存在しているが、農業現場ではこれらは保護すべき知的財産であるとの意識が希薄。

• 農業分野におけるAIやデータの活用等のスマート農業の推進に伴い、これまで熟練農家
の暗黙知とされていたノウハウ等も形式知化（言語化やデータ化）され、他者への共有
が容易に。

• 一方で、ノウハウ等の意図しない流出や不正な利用にも備え、適切に保護していく必要。

国内の電子機器メーカーに勤務してい
た技術者の中国人の男が昨年、スマー
ト農業機器のプログラムに関する情報
を不正に持ち出したとして、警察当局
が不正競争防止法違反容疑で捜査して
いた。男はインターネットの交流サイ
ト（SNS）を通じて、この情報を中国
にある企業の知人２人に送信していた
との新聞報道。

（『産経新聞』2023.4.3 朝刊 21面）

① 作業の自動化
ロボットトラクタ、スマホで操作する水田の水管理システムな
どの活用により、作業を自動化し人手を省くことが可能に

② 情報共有の簡易化
位置情報と連動した経営管理アプリの活用により、作業の
記録をデジタル化・自動化し、熟練者でなくても生産活動
の主体になることが可能に

③ データの活用
ドローン・衛星によるセンシングデータや気象データのAI解
析により、農作物の生育や病虫害を予測し、高度な農業
経営が可能に

スマート農業の効果
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農林水産省 輸出・国際局 知的財産課 ／Intellectual Property Division. Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

○ ガイドラインでは、契約類型を分類し、契約の留意事項やモデル契約書案等について解説。

農業分野におけるＡＩ・データに関する契約の分類

データ提供型契約 ➢データ提供者のみが保持するデータを、別の
者に提供する際に取り決める契約

データ創出型契約
➢複数の当事者が関与することにより、従前

存在しなかったデータが新たに創出される場
面において、データの創出に関与した当事者
間で、データの利用権限を取り決める契約

研究開発契約 ➢委託者から農業データの提供を受けて受託者がAI等を活用して成果物を
生成する際の契約

データ共用型契約 ➢プラットフォームを利用したデータの共用を
目的とする類型の契約
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農林水産省 輸出・国際局 知的財産課 ／Intellectual Property Division. Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

要件化の対象範囲

【参考】データを扱う契約の全体のイメージについて

プラットフォーム（ＰＦ）
運営事業者

ICTベンダE 農機メーカF

ＩＣＴベンダG 農機メーカH

④データ利用規約

データ利用者とＰＦ運営
事業者とで締結する規約

④データ提供規約

データ提供者とＰＦ運営
事業者とで締結する規約

④データ提供利用規約

データの提供と利用の
両方を行う者とＰＦ運
営事業者とで締結する
規約

農業者Ａ 農業者Ｂ ①データ提供型契約または②データ創出型契約

農業関係者と民間企業（ベンダ、メーカ等）や試験研
究機関等との間で締結するデータ契約。
対象となるデータの保持状況や当事者間の貢献等に
よって、提供型または創出型に類型される。

一
般
的
な
デ
ー
タ
の
流
れ

③研究開発契約

研究開発の委託者と受託する研究開発者の間で締結す
る契約。契約の当事者としては公設試験研究機関、大
学、民間企業（ベンダやメーカ等）、農業関係者、地
方公共団体、国を想定。

試験研究機関C地方公共団体D

＜イメージ＞
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農林水産省 輸出・国際局 知的財産課 ／Intellectual Property Division. Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

営業秘密とは

○ 工業分野では基幹技術に関する情報の漏えい事案が多発し、中国・韓国などの製鉄・家電・半導体分野
の成長に直結。

○ 営業秘密の保護は国際約束であり、不正競争防止法はその担保法にあたる。

経済産業省
資料より

• TRIPS協定によって、“非開示情報”が知的財産権の１つとして位置付け。

• パリ条約で規定された不正競争行為からの保護（不正な取得・利用・開示の防止）が国際約束に。

参考：国際上のルール
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農林水産省 輸出・国際局 知的財産課 ／Intellectual Property Division. Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

データを活用した農業の将来像

農業現場における持続性確保と生産性向上を両立するためには、データをフル活用できる環境を整備する
ことが不可欠。

収穫

様々なデータを
集約・統合

作業計画の策定

気象データ

土壌データ

過去の収量データ

市況データ

農地データ

• スマホでの生育状況確認
• ピンポイント農薬散布、可変施肥

⇒ 作業時間や労力を大幅に削減
⇒ 資材コストを大幅に削減

データをフル活用することにより、

生産性の飛躍的向上、
高品質な農産物の安定生産、

環境に優しい農業
などを実現する。

作業中に得たデータをフィードバックし、作業効率の更なる向上に活用

様々なデータを有効活用することにより、作業の効率化やコスト削減を実現

生育予測システム

• 農作業の自動化

⇒ 作業効率を大幅に
 向上

• 適期収穫
• 高品質な農産物の安定出
荷

⇒ 収益を大幅に向上

• 営農形態に応じた最適な
作業計画

⇒ 作業効率や収益を
 最大化

耕起・播種・移植 生育管理
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農林水産省 輸出・国際局 知的財産課 ／Intellectual Property Division. Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

農業データ連携基盤（WAGRI）

Publicデータ

気象や土地、地図情報等に関する様々なデータ・システムを提供（有償提供を含む）

気象
API※

農地
API

地図
API

土壌
API

生育予測
API

統計
API

センサ
API

農 業 者 等

農機メーカーＡ 農機メーカーＢ ICTベンダーＣ ICTベンダーＤ

農業データ連携基盤（WAGRI）の概要と構造

農業者等が、それぞれの経営形態等に応じて農業関連サービスを選択・活用

WAGRIを通じてデータ・システムを提供

民間
企業

民間
団体

民間
企業

民間
企業

農研
機構

官公庁
民間
企業

WAGRIを通じてデータ・システムを取得し、新たな農業関連サービスを開発

データ・
システム
提供者

データ・
システム
利用者

※Application Programming Interface の略。複数のアプリケーション等を接続（連携）するために必要な仕組みのこと。 

様
々
な
デ
ー
タ
を
駆
使
し
て

生
産
性
向
上
・
経
営
改
善
に
取
り
組
む
こ
と
が
可
能
に

○ 農業ICTの抱える課題を解決し、農業の担い手がデータを使って生産性向上や経営改善に挑戦できる環境を生み出す
ため、データ連携・共有・提供機能を有する協調領域としてデータプラットフォーム（農業データ連携基盤：
WAGRI）を構築し、2019年４月より農研機構を運営主体として運用を開始。

○ 2025年３月末現在、116の民間事業者等が利用。WAGRIを活用した農業者向けサービスを民間事業者が開発、
提供。
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主な情報項目 民間の主なサービス

２０１９年 肥料情報、農薬情報
農地区画情報（筆ポリゴン）、気象データ
生育予測プログラム（水稲、小麦、大豆、レタス）

・NECソリューションイノベータ㈱
「NEC 営農指導支援システム」
・㈱ビジョンテック 「AgriLook」
・テラスマイル㈱ 「RightARM」

２０２０年 デジタル土壌図、
統合農地データ
生育収量予測プログラム（トマト、パプリカ）
等を追加

・ESRIジャパン株式会社
「ArcGIS Online」

２０２１年 青果物市況情報
食肉市況情報
病虫害画像判定プログラム
等を追加

・（株）ファーム･アライアンス･
マネジメント 「FarmChat」

・（株）セラク みどりクラウド
 「営農支援アプリ」

２０２２年 病虫害小図鑑、
昆虫世代予測プログラム
等を追加

・株式会社オプティム
「アグリ レコメンド」

２０２３年 市場価格予測・需要予測モデル（レタス、トマト等）
栽培技術が学べる学習コンテンツの入出力API（イチゴ）
病害虫発生予察情報（全国）
等を追加

・キーウェアソリューションズ（株）
「e-ラーニングサービス」
（学習コンテンツ管理・閲覧ツール）

※筆ポリゴン、農地ピン、デジタル土壌図を統合

45会員
81API

68会員
86API

82会員
123API

26→41会員
59API

開始時 年末

NEC営農指導支援システム

・環境データ
・選果機データ

・作業データ等

アグリレコメンド

作業適期を
タイムリーに発信
追肥時期・追肥量
の的確な判断

オプティムのコンテンツ
（広域センシング画像）

産地で蓄積された生育
調査結果等過去データ

農業データ連携基盤（WAGRI）の運営・活用状況

ArcGIS Online

現地確認調査業務アプリ

FarmChat

画像
診断

※ 現在（2025年３月末）は116会員

101会員
176API

栽培暦をベースとした
栽培技術情報の表示

学習コンテンツ
入出力API
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WAGRIが生み出すメリット

WAGRI

企業等

企業等
(農機メーカー、IT企業等)

様々なデータを提供

データを利用。新サービスを創出

農業者

質の高いサービスを選択・活用

○ 自社のデータやシステムを、手間をかけず、
安価に様々な企業等に提供できる。

○ データやシステムを利用しやすい形で入手で
き、自社サービスと連携させ、農業者に求めら
れる新たなサービスを創出できる。

○ 異なるメーカーのデータやシステムの連携に
より、質の高いサービスを利用することができ
る。

○ 一定のルールの下、農業者同士で各種
データの共有ができ、地域全体で技術力の
底上げや技能継承に取り組める。
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WAGRIにおけるデータの取扱い

安心してデータ連携や共有に取り組める環境を整えるため、農林水産省において策定された「農業分
野におけるAI・データに関する契約ガイドライン」を基に、WAGRIの利用者と運営者で締結する規約
（データ提供利用規約）や、WAGRIの利用者と農業者等で締結する同意書を整備。

同意書（農業者等と利用者で締結）

農業者等が許諾した範囲で、WAGRI
運営者、利用者等が利用

WAGRIのデータ活用に関する規約等

データ提供利用規約

（WAGRI運営者と利用者で締結）

データは基本的に非公開で、対象を選
択して公開設定が可能

農業者等のデータ提供には同意が必要

利用者は農業者等のデータを厳重に管
理。運営者はセキュリティ対策を実施

WAGRI脱退時には、利用者は自己の
システムから収集済データを削除農 業 者 等

農機メーカーB ICTベンダーC

研究機関 農機メーカーA

農 業 者 等

WAGRI

各種API

Private データ

（農業者データ）

データ・
システム
提供者

データ・
システム
利用者
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民間企業による活用事例
-（株）ファーム･アライアンス･マネジメント 「FarmChat」-

○ WAGRIの病虫害画像判定プログラム、青果物市況データを 「FarmChat※」 に連携。

○ スマホで撮影した作物の葉の画像から病害虫を識別し、適切な防除が可能に。（2022年10月現在12品目に対応）

○ 日々の市況情報の確認や産地リレー･端境期のモニタリングが可能に。API連携により、ICTベンダーは作業コストと
人為ミスが低減。

※ チャット機能や様々な農業情報配信機能、業務効率化機能を備えた、農業者向けのスマートフォン用アプリ。

WAGRIの
活用で・・・ ①

病害虫
画像診断

病害虫診断サービス

診断したい葉の画像をアッ
プロードすると、診断結果
がチャットBotで配信。
確率の高い病害虫から候
補が表示。

②
市況情報市況情報

サービス

市場の入荷量の推移を時系列で表示し、産地リレーや
端境期などのリアルな出荷状況をモニタリング可能に。

生産計画や販売戦略の立案に活用できる！
卸売業者の仕入れ業務の参考データにもなるね。

新規就農者など
経験の浅い農業
者でも、病害虫
を判別して適切
な 防 除 が 可 能
に！

WAGRI
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民間企業による活用事例
-（株）ビジョンテック 「AgriLook」-

○ WAGRIの気象データと自社の衛星画像及び生育予測モデルを連携して、生育ステージに応じて施肥
管理や病害虫対策等のきめ細かな栽培管理ができる「AgriLook」を提供。

色々なデータを使って、もっときめ細かい栽培管理がしたい！

WAGRI

「AgriLook」に気象データを組み合わせることで、
施肥管理や病害虫対策などのきめ細かな栽培管理
ができる！

積算気温（出穂後）

気象メッシュマッ
プ

病害虫予測

WAGRIの活用で・・・

追肥診断

～ AgriLook（アグリルック）～

衛星データや気象データを

複合利用した生育情報や

病害虫情報を確認

A

PI
A

PI
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1

内閣府予算を活用したAI社会実装の推進

AI等を活用したスマート食料生産基盤の充実・強化に向け、内閣府「研究開発とSociety5.0との橋渡しプログラム（BRIDGE）」を活
用して、AI学習用に全国のデータを公的に収集し、構築したデータセットで学習させた生育予測や病害虫発生予察等の基本AIモデル
を開発・公開するほか、データセット及び基本AIモデルを民間企業等が活用し、精度の高いAIを低コストかつ迅速に開発できる環境を
整備する。
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＜事業の内容＞ ＜事業イ メ ー ジ＞

１．オープンAPI等を活用したサービス事業体の機能強化

① オープンAPI等を活用した新たなサービス開発
 営農の高度化に資するよう異なるメーカーの機器・システムから取得されるデータ

の連携実証やオープンAPI等を活用した新たなサービス開発を実施し、ユースケー
スの実現やサービス事業体の機能強化を支援します。

② 農業データ連携・共有のための環境整備
 農機・機器メーカーやICTベンダー、業界団体、研究機関等が行う農業データ

を連携・共有するための
・協調データ項目の特定・拡大、データ形式の標準化
・データの利用権限等の取扱いルールの策定

等の環境整備を支援します。

２．農業データの川下とのデータ連携実証
 農業データの川下との連携による付加価値の創出や環境に配慮した取組の

見える化等についてデータ連携基盤を活用した実証を実施します。

①農林水産データ管理・活用基盤強化 【令和７年度予算額 150（ー）百万円】

＜対策のポイント＞
スマート農業技術を普及させ、データを活用した農業の取組を拡大させるため、①オープンAPI等を活用したサービス事業体の機能強化を推進するとともに、

②農業データの川下とのデータ連携を支援し、農業現場における生産性の向上や環境に配慮した農業生産の実現を目指す。

＜政策目標＞
 スマート農業技術の活用割合を50％に向上［令和12年まで]  

＜事業の流れ＞

国
定額

［お問い合わせ先］大臣官房政策課技術政策室（03-6744-0415）

スマート農業普及のための環境整備

（１、２の事業）
民間団体等

（公設試、大学を含
む）

スマート農業技術活用促進総合対策

【２．農業データの川下とのデータ連携実証】

データ連携基盤

畑のイラスト

作業ログ

営農情報を活用した
環境配慮の見える化

による差別化 等

＜実証の例＞

【１．オープンAPI等を活用したサービス事業体の機能強化】

【現状】

ドローンを用いた単純な作業
受託型のサービスを提供
（追肥作業、防除作業） 収量データを営農管

理システムに連携

収量データや
衛星画像に基
づき施肥作業
等を実施

サービス事業体に営農管理システ
ムを導入し、オープンAPI等を活用
してデータを連携させ、サービス事
業体の提供サービスを向上
（単純な施肥 → 可変施肥
等）

【事業実施後の姿】

データ取得
可能な農機
を必要に応
じて貸出

〇 オープンAPI等を活用した新たなサービス開発

〇 農業データ連携・共有のための環境整備

・連携する機器の拡充、協調データ項目の
特定・拡大、データ形式の標準化

営農管理
システム

例）メーカー、機種を問わないドローンの
自動日誌作成

例）

58

http://2.bp.blogspot.com/-RA_r9EVIbto/Ur1Hh8V6SRI/AAAAAAAAciE/UFlqD_v-9nM/s800/hatake.png


農林水産省 輸出・国際局 知的財産課 ／Intellectual Property Division. Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

農機間のデータ連携を可能にするオープンAPIの整備

➢ スマート農業の普及に伴い、現場からは、メーカーの垣根を越えて様々な農機・機器を相互にデー
タ連携させ、一元的なデータ管理・分析と農業経営への活用のニーズが高まっている。

➢ 農業者が位置、作業記録等の農機データを様々なソフトで利用できる仕組み（オープンAPI）の
整備を推進

オープンAPIの整備に向けたルールづくりとコンセンサスの形成に向けて、農機メーカー４社、
ICTベンダー、農業者、学識経験者が参画する検討会を設置（令和２年８月）し、

「農業分野におけるオープンAPI整備に関するガイドライン（令和3年2月）」を策定、R４から補助要件化

ICTを活用した営農管理ソフト

③農業者は普段使っている営農管理ソフト
で、自身が保有する複数の農機のデータ
を一元的に閲覧・分析可能

②営農管理ソフトを提供するベンダー
が、農業者が使いやすい形で農機
の作業等のデータを表示・利用で
きる機能を開発

【農機データ】
・緯度・経度
・日時
・作業の種類
（耕うん・播種等）

【営農管理ソフト】
・作業の軌跡
・ほ場別・作業別の時間

→作業記帳の自動化・一元化

①農機メーカーが、データを提供
するAPIを整備・公開

＜API整備・活用のイメージ＞

API APIAPIAPI

農機データの活用例

農機の位置、作業記録などのデータ
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※データ連携のための仕様を外部へ公開し、一定の条件の下、他のシステムと連携する仕組み

○データを取り扱う農業用機械等（農業機械、ＩｏＴ機器、農業生産関連施設等）

対象とする機器・システム

データ連携を行う上での指針

データ項目

○連携するデータ項目の特定
○データに係る利用権限やセキュリティ等の検討
○ＡＰＩ形式等の標準化

農業分野におけるオープンＡＰＩ整備に関するガイドラインver1.0

○農業者のニーズ等を踏まえ、農業用機械等の種類ごとに連携するデータ項目を検
討

○データの用語、取得頻度、単位等の標準化については継続して検討

ＡＰＩ連携に当たっての課題

ルールづくりが必要

検討会の議論を踏まえ、農林水産省が、機械提供事業
者（農機メーカー）や接続事業者（ＩＣＴベンダー）
の対応指針を示したガイドラインを令和３年2月に策定

○ＡＰＩの開放性と利用制限
・・・農機メーカーは、ＡＰＩ接続を希望するＩＣＴベンダーを差別的に排除しない

○農業者と機械提供事業者との契約
・・・農業分野におけるＡＩ・データに関する契約ガイドラインを踏まえ、第三者に当たるＩＣＴベンダーへ

のデータ提供を想定した契約を締結

○機械提供事業者と接続事業者との契約
・・・ＡＰＩ接続の開始手続や不正アクセス・障害等発生時の対応、利用者への保証、免責、禁止行為

など、ＡＰＩ利用に当たって必要な事項について契約を締結

○提供データの利用権限
・・・農業者が自身のデータを活用する範囲において、ＩＣＴベンダーによるデータの加工等が可能、目

的外利用は不可

○提供データの保管責任・有効性・継続性
・・・ＩＣＴベンダーはデータを適切に管理・保管

○ＡＰＩの標準仕様
・・・ＷＡＧＲＩの仕様を踏まえつつ、円滑なデータ交換を可能とするＡＰＩ仕様を事業者間で合意

○個人情報の保護、セキュリティの確保、メンテナンス体制
農機メーカー、ＩＣＴベンダー、農業者、学識経験者等
が参画する「農業分野におけるオープンＡＰＩ整備に向

けた検討会」を令和２年８月に立上げ

○より簡便に作業の記録や
データ管理が可能に。

○営農計画の立案や、次
期の作付け・栽培に生か
せる。

営農管理ソフ
ト

機器・システムから
得られるデータ

位置情報
作業時間

気温、湿
度、

日射量

位置情報、
散布量

など・・・

オープンAPI
による

データ連携

オープンAPIにより目指す姿

農業分野におけるオープンAPI整備に関するガイドラインver1.0のポイント

農業者が利用する農業用機械等から得られるデータについて、メーカーやシステムの垣根を越えて連携させる

オープンＡＰＩ※の整備を推進するため、農機メーカーやＩＣＴベンダー等の事業者の対応指針を整理。
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農林水産省 輸出・国際局 知的財産課 ／Intellectual Property Division. Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

オープンAPI（農機API）の活用イメージ

➢ 農林水産省の「農林水産データ管理・活用基盤強化事業」では、トラクターなどの主要な農機の稼働時間や、施設環境モニタリング
機器の温度、CO2濃度等を対象に、農業者本人の同意に基づいてデータを様々な営農管理ソフトで統合利用できるよう、データ形
式の標準化やオープンAPI（農機API）の整備を進めてきた。

➢ 各自治体で取組が進むデータ共有システムに農機APIを活用することで、データ取得の通信手順や取得したデータ形式が統一され、
データ提供・利用側の双方の開発コストを削減できる。さらに、農研機構等が開発した作物の生育予測等のプログラムをWAGRIを
介して活用することで、農業者の生産性向上に繋がる高度なサービスが安価に提供できるようになると期待される。

① オープンAPIを活用することで
 機器メーカーの自治体システムへの
 データ接続に係るコストが抑制される

システムA

B県A県

オープンAPIやWAGRIを活用することで、
農業者が高度なサービスを安価に
受けられるようになり、生産性が向上

B社 C社 D社A社

自治体

システム提供ベンダー

オープンAPIでデータ提供 

＜オープンAPI・WAGRIの活用で目指す姿＞

② 各機器メーカーからシステムへ提供される
 データ形式が統一されているため、
 自治体・システムはデータの一元管理が容易に

③ 農研機構等で開発された生育予測等の
 プログラムをWAGRIを介して活用することで
 自治体は農業者の生産性向上に繋がる
 高度なサービスを安価に提供可能に

＜イメージ＞

収
集
・
分
析
し
た
デ
ー
タ
に

基
づ
く
営
農
指
導
サ
ー
ビ
ス

WAGRI

機器メーカー

農業者

先
行
自
治
体
を
参
考
に
W
A
G
R
I
を
活
用
し
、

高
度
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

システムB

農研機構等で開発されたプログラム
例：生育予測 等

プログラムやデータ
の

提供・利用
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生産から加工・流通・販売・消費までデータの相互活用が可能な

 ｢スマートフードチェーン｣ を構築

スマートフードチェーンの構築により可能となる取組例

生産 (川上)
（生産・収穫・選別）

流通・加工 (川中)
（集荷・輸送・貯蔵・加工）

販売・消費（川下）

高精度な出荷・需要予測

A社と取引ができ
るぞ、 配送はB社
に頼めそうだ！

廃棄ロスのない
計画生産・出

荷

畑のイラスト

卸売市場等における情報伝達の
デジタル化等を推進して

流通を効率化

情報伝達
のデジタル
化

農作物の確かな流通情報等を
消費者へ提供（JAS規格）し

農作物の付加価値を向上

スマートフードチェーンについて

○ スマートフードチェーンとは、生産から加工、流通、販売、消費までの情報を連携させたフードチェーンであり、生産の高度化や
販売における付加価値向上、流通の最適化等に資することが期待されている。

○ SIP第２期では、スマートフードチェーンプラットフォーム（ukabis）を構築（基盤ソフトウェアのOSS化）、各種機能実
証、農産物の確かな流通情報等を消費者に提供することを目的としたJAS規格の制定及び社会実装の体制整備等が行われた。

「内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）（H30年度～R4年度）」において開発

62

http://2.bp.blogspot.com/-RA_r9EVIbto/Ur1Hh8V6SRI/AAAAAAAAciE/UFlqD_v-9nM/s800/hatake.png


令和5年度農業データの川下とのデータ連携実証事業の成果
GAP産地APIコンソーシアム：代表機関 （株）ソフトビル

○ 国内のGAP商品の取引を活性化させ、マーケットの拡大を図るため、（株）ファーム・アライアンス・マネジメントの生産情報管理シ
ステム「FarmRecords※1」のGAP産地の情報を（公財）流通経済研究所が運営する農林水産業流通マッチングナビ「アグ
リーチ※2」に提供する仕組みを構築し、スマートフードチェーンプラットフォーム（ukabis）を活用したデータ連携実証を実施。

○ 事業実施主体：（株）ソフトビル、（株）ファーム・アライアンス・マネジメント、（公財）流通経済研究所

○ 協力機関：中九州青果（株）、（株）大治他
※1 圃場単位で農作業を記録することで、作業進捗状況を「見える化」し、農場管理者と現場の情報共有をスムーズに行うことが可能。また、国際認証グローバルGAPが記録を要求している農場の作業記録を

網羅。

※2 農林水産物の流通に携わる事業者に関する情報プラットフォーム。売りたい商品や買いたい商品、希望する取引条件など、知りたい情報を検索し、新しい取引先を探すことが可能。

GAP産地の情報をukabisとAPI連携し、GAP商品の取引の活性化を実現川上 川下

卸売業、食品製造業、
小売業者、外食産業等

営農管理システム
川下事業者向けサービ
ス

GAP産地の情
報

GAP産地API

川下事業者等から情報

・FarmRecords等

GAP認証の保持を担保するGAP公式
情報をはじめ、取引に関わる情報
（例：生産規模、出荷量、規格
等）

GAP産地の情
報

協力機関：
中九州青果（株）
（株）大治

GAP産地
の情報
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内閣府予算を活用したスマートフードチェーンの推進

「商品コード標準化・ソースマーキング技術による農水産物・食品流通の高度化」

流通業者の労働力不足や農水産物・食品流通のデジタル化の遅れに対応するため、内閣府「研究開発とSociety5.0との橋渡しプロ
グラム（BRIDGE）」を活用して、農水産物・食品流通の高度化を進める。
具体的には、産地独自のコードから国際標準コードGS1に基づいた個体識別番号を提供するシステムの開発や、個体識別番号を活
用した検品自動化技術の開発等の環境整備を行い、それらを活用した農水産物・食品流通の高度化実証モデルを構築し、普及を
図る。
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農林水産省 輸出・国際局 知的財産課 ／Intellectual Property Division. Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

１．国際標準化で目指すもの

２．今後のスケジュール

センシングデータ
位置・稼働時間等

日
本
企
業
の
進
出
を
後
押
し

スマート農機から得られたセンシングデータに基づき農作業を精密制御
（データ駆動型農業）

WAGRI
運行管理アプリ等

日本製農機

海外製農機

営農情報管理システム
（FMIS）

コントラクター
等

データ連携

データ交換規格の標準化を主導し、
ASEAN地域に普及

【これまでの成果】
➢ 日本製スマート農機等を活用し、タイ現地の日系スタートアップがデータ駆動型の水田農業（精密施肥管理

等）を実証。コメの単収２割弱増*、肥料の使用量15％減*が可能であることを示した。
*：データは単年度の試験結果

➢ 現在、欧米のフォーラム標準化団体（AgGateway等）と連携し、アジアに適した中小型スマート農機向けの
データ交換規格の開発・標準化を推進中。

➢ タイ国政府においても、日本の高度なスマート農業技術の導入に期待。2022年には日タイ事務次官級会合に
おいて今後の技術協力に関する覚書を締結。2023年には日・ASEAN農林大臣会合において「日ASEANみど
り協力プラン」を採択。

691125899.205242.mp4

精密施肥管理（乗用型管理機）
を現地農業者が操作体験

スマート農業技術の
協力に関する日タイ
覚書締結

2022年
８月

タイ現地におけ
るデータ連携実
証活動を開始

2022年
９月

2025年
２月

タイ現地関係者
を集めたセミナー
開催

ベトナム現地データ
連携実証の開始

AgGatewayと
連携し、水田用
データ交換規格
の標準化

2027年
２月

2027年
３月

WAGRIと同様の
データ連携基盤を
タイで整備し、日
本企業のビジネス
展開を後押し

2025年
7月

2024年
２月

・タイのデータ連携基盤構築に
向けた現地研究機関との協議
・ベトナム参入のためのビジネス
モデル策定

データ交換規格の標準化

スマート農業の海外展開に向けた取組

アジア・モンスーン気候や水田農業といった気候・立地上の農業特性を活かし、我が国の「強み」であるスマート農業技術（データ
活用型農業）のASEAN展開を加速化するため、内閣府SIPで開発されたスマート農機から得られたセンシングデータ等のデータ
交換規格の標準化を日本が主導。

これにより、我が国農機メーカーや農業関連スタートアップのASEAN進出を後押し。
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Copyright 2022 Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.
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（Ⅰ）農林水産・食品分野における
知的財産の創出・保護・活用の推進

４.地域・日本ブランド
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市田柿

〇  GI制度は、その地域ならではの自然的、人文的、社会的な要因・環境の中で長年育まれてきた品質、社会的評価等の特性を

有する産品の名称を、地域の知的財産として保護するもの。外国との相互保護や模倣品対策の充実により、海外においても保護。

〇  ビジネスにおいては、地域と結びついた産品の品質、製法、評判、ものがたりといった潜在的な魅力や強みを見える化し、国による

登録やGIマークと相まって、効果的・効率的なアピール、取引における説明や証明、需要者の信頼の獲得を容易にするツール。

・下伊那郡高森町（旧市田村）が発

祥の「市田柿」のみを使用

・昼夜の寒暖差が大きいため、高糖度

の原料柿ができる

・晩秋から初冬にかけて川霧が発生し

干柿の生産に絶好の温度と湿度が整う

・じっくりとした「干し上げ」、しっかりとした

揉み込み

生産地

・「市田柿」は特別に糖度が高い

・もっちりとした食感

・きれいな飴色

・小ぶりで食べやすい

・表面を覆うキメ細かな白い粉化粧

特性

高い知名度を有する市田

柿という名称から産地と産

品の特性がわかる

地理的表示産品

〇 地理的表示は、生産者団体が産品について登録を受け、構成員が使用。登録内容は
明細書に記載。

〇 登録を受けた生産者団体は、構成員が行う「生産」が、明細書に適合して行われるよう、
必要な指導・検査等を実施（生産行程管理業務）。

育
ま
れ
て
確
立

〇 登録された地理的表示が
不正使用された場合には、
行政が取締り。

日本における地理的表示保護制度の大枠①
（２） 地理的表示法についてー特定農林水産物等の名称の保護に関する法律ー
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地理的表示（ＧＩ：Geographical Indication）保護制度の大枠②

○ 我が国では「特定農林水産物等の名称の保護に関する法律（ＧＩ法）」（平成26年法律第84号）に
基づき、地理的表示（GI）を保護。

制度の大枠

① 地域ならではの要因との結び付きを有する産品
について、生産地や特性とともに、農林水産大臣
が登録。
（登録免許税として9万円要。更新料は不要）

② 生産地や生産方法等の基準を満たす産品を
生産する生産者団体の構成員及びその産品を
販売等する者は、地理的表示及びGIマークを使
用できる。

※ 登録内容を満たす産品を生産する地域の生産者は、登録団
体への加入等により、地理的表示を使用可能。

③ 地理的表示の不正使用は行政が取締り。

○ 登録産品のみが地理的表示とGIマークを
独占的に使用。

○ 国による取締により、訴訟の
負担なく模倣品が排除可能。
ブランド価値を守れる。

○ 海外との相互保護の取決め
のある国においても保護される。

○ 地域と結び付いた産品の品質、製法、評
判、ものがたりなどの魅力や強みが見える化。

○ 国による登録やGIマークと相まってブランド
を強化。

○ 需要者にとっても、商品開発が容易になる、
原料調達が安定する、SDGsへの貢献をア
ピールできるなどのメリット。

○ これらにより、取引における説明や証明、
需要者の信頼の獲得も容易に。

効 果
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（参考）登録及び規制の対象となる産品の範囲

70

○ 登録及び規制の対象となる農林水産物等の範囲は、以下の①から④。
・ 食用農林水産物等（①及び②）は、全て対象。
・ 非食用農林水産物等（③及び④）は、対象となる13品目を個別に政令で指定。

〇 ただし、酒類、医薬品、医薬部外品、化粧品及び再生医療等製品は対象外。

③ 非食用農林水産物

農林水産物等

観賞用の植物

立木竹 真珠

工芸農作物

観賞用の魚

①農林水産物
（食用に供されるものに限る。）

（例） 精米 カット肉 きのこ 鶏卵 生乳
魚介類 麦   いも類  豆類   野菜 果実

②飲食料品
（①を除く。）

パン  めん類 惣菜  豆腐 菓子  
砂糖  塩、調味料
清涼飲料水 魚の干物 なたね油 大豆油
とうもろこし油 オリーブ油

④ 飲食料品以外の加工品

精油

飼料＊

生糸

竹材

木炭

漆

畳表

（例）
木材

＊農林水産物を原料又は材料として製造し、又は加工
したものに限る。

＜食用農林水産物等＞ ＜非食用農林水産物等＞



ＧＩ登録状況 令和７年３月18日現在 全国161産品が登録
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ＧＩ産品の主たる要件

〇 特定農林水産物等であること

・ 特定の場所、地域等を生産地と
するものであること

・ 生産地ならではの自然的要因、
人的要因との結び付きを有する品
質、社会的評価その他の特性を有
すること

・ 特性が確立したものであること
（＝特性を有した状態で概ね25年以上の生産

実績があること。ただし、国内外における

周知性等を勘案して短縮可能。）

産品に関する基準
（ＧＩ法第２条第２項等）

〇 以下の場合は登録できない

・ 普通名称であるとき

・ 産品の名称が以下の産品に関する基準を満
たす農林水産物等でないとき

① 名称から産地を正しく特定できる

② 名称から産品の特性を正しく特定できる

・ 既に商標登録されているとき
（ただし、商標権者が、ＧＩ登録に同意している場合を

除く。）

産品の名称に関する基準
（ＧＩ法第２条第３項及び第13条第１項第４号等）

○ 生産行程を管理する生産者団体があること（法人格は問わない）

○ 生産者団体について、加入の自由が規約等に定められていること

○ 生産者団体が、産品の特性を確保するための規程である「生産行程管理業務規程」を
作成し、遵守できること

○ 生産者団体が生産行程管理業務を実施するために必要な経理、人員体制を有すること

生産者団体、生産方法に関する基準
（ＧＩ法第２条第５項及び第13条第１項第２号等）
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（参考）登録標章（ＧＩマーク）

○ ＧＩマークは、登録された産品の地理的表示と併せて使用することができ、ＧＩ法上登録さ
れた産品であることを証するもの。

ＧＩマークが日本の地理的表示保護制度のものである
ことをわかりやすくするため、大きな日輪を背負った富士山
と水面をモチーフに、日本国旗の日輪の色である赤や、伝
統・格式を感じる金色を使用し、日本らしさを表現してい
ます。

ＧＩマークはＧＩ産品に使用可能。日本のほか、主要な
輸出先国等においてGIマークの商標登録済み。

※ ミャンマー、ラオス、台湾、マレーシア、ニュージーランド、カンボジア、
  フィリピン、オーストラリア、韓国、ＥＵ、インド、カナダ、タイ、インドネシア、

香港、アメリカについては商標登録済み
（中国では著作権として登記済み）

＜令和6年7月末現在＞

輸出先国等で我が国の真正な特産品であることを明示し、
差別化

真の日本の特産品の海外展開に寄与し、農林水産物・
食品等の輸出促進にもつながるものと期待。

ＧＩマーク ＧＩマークの活用

ＧＩマークは、上記のカラーを使用するのが一般的です
が、モノクロームや単色での使用も可能です。

（モノクローム） （単色）

様式

※ カラー・モノクロと異なり、
グラデーションは不要です。

（カラー）
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１．明細書（団体毎の品質の基準）
２．生産行程管理業務規程

生

産

者

団

体

生産業者

生産業者

生産業者

組織

登録申請

産

品

の

登

録

農

林

水

産

大

臣

審査

※ 法令、約款等に加入の自由を定める

ことが必要（正当な理由なく加入を拒ん
だり、困難な条件を付してはならない）。
※ 生産業者が加盟するブランド協議
会のような団体でも可。

※ 団体には、生産業者以外の者が加入
することも可。

※ 複数の団体を登録することも可。

〇 産品の登録に併せて、
・ 産品の生産者団体
・ 産品の名称
・ 産品の区分
・ 産品の生産の方法
等も登録される。

〇 これにより、その産品が満た
すべき基準も登録されるため、
産品の価値の見える化が図
られる。

① 申請者は、生産業者（産品が加工品の場合は、生産業者＝加工業者）の組織する団体
（＝生産者団体）である必要。
② 申請は、申請書と添付書類（明細書、生産行程管理業務規程等）により行う。
③ 審査の上、産品をその名称、生産の方法等とともに登録。

添付書類

※ 生産業者自身のみでは
登録申請不可

（団体を組織することが必要）

申請書

地域で話し合い、その産品が満たす
べき品質の基準を作成。

① 名称（≒地理的表示）
② 生産地
③ 特性
④ 生産の方法
⑤ 産地との結びつき
⑥ 生産実績

地理的表示法に基づく審査・登録手続①
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○ 申請の受付後、申請内容について審査

〇 補正期間内に補正書の提出がない場合は却下（やむを得ない事情がある場合は除く。）

〇 それ以外の場合は、公示され、公示後３ヶ月間は誰でも意見提出が可能

〇 意見書提出期間終了後、学識経験者の意見聴取を経て、登録の可否を判断

〇 登録後、登録免許税（９万円）を納付

登録のフロー図

④ 学識経験者からの
意見聴取

申請団体に
意見書を送付

学識経験者に
意見書を提示

申請団体及び
意見書提出者に
意見聴取可能

必要に応じて
利害関係者から
意見聴取

①

申
請

②

申
請
の
事
実
の
公
示

③

登
録
申
請
の
公
示

⑥

登
録
内
容
の
公
示

３ヵ月

意
見
書
提
出
期
限

＜補正期間＞

申請の却下

⑤

登
録

⑤

登
録
の
拒
否

意見書提出

地理的表示法に基づく審査・登録手続②
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農

林

水

産

大

臣

生産行程管理業務

○ 定期の立入検査により、農林水
産大臣がその体制のチェックを行う。

○ 明細書の基準を満たすも
ののみに、地理的表示・GI

マークを使用可能。

○ 明細書への適合の確保体制等を
定める。

○ 外部機関への委託も可能。

生産行程管理の状況
をチェック

適切な生産行程管理が行われて
いない場合は措置命令

従わない場合には登録の取消しも

登録後の生産行程管理について

登録産品

ポイント①

剪定と摘果
 栽培日誌

【明細書適合性の確保】
① 登録された生産者団体は、生産行程の重要なポイン

ト毎に、必要な手順・体制を定めて（生産行程管理
業務規程）周知する。

② 重要なポイントについては、必要が生じた際に確認が
取れるよう、 記録を残す。

③ 定めた手順・体制については、それが適切であったかど
うか、定期的に見直しの機会を設ける。

ポイント②

目合わせ会実施
    資料等

ポイント③

完熟後に出荷
   解禁日周知

ポイント①

最終飼養地確認
 個体識別番号

ポイント②

格付結果確認
   格付明細書

【地理的表示・GIマークの適切な使用の確保】
④ 地理的表示・GIマークの使用ルールについて周知する。

【共通】
⑤違反が判明したときは、指導、警告等の是正措置を行う。

① 生産者団体は、生産行程の必要な手順・体制を定めて周知し、違反が判明したときは是正措置を講じる等の生産行程
管理業務を実施する。

② 農林水産大臣は生産者団体による生産行程管理業務が適切に機能しているかどうか定期的にチェックする。
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国内における取締りについて

生産業者

② 生産行程管理体制
のチェック

ＧＩの不正使用者

通
報

農林水産大臣

① 産品の登録

地理的表示の不正使用を知った者

生
産
業
者
が

組
織
す
る
団
体

（
＝
生
産
者
団
体
）

③ 取締り（措置命令・登録の取消）不適当
な管理

③ 取締り（措置命令・罰則）

生産業者

生産業者

②

生

産

行

程

管

理

業

務

不正
使用

① 登録を受けた産品のみが地理的表示及びＧＩマークを使用できる。
② 生産者団体が生産行程管理業務を実施。
③ 地理的表示又はＧＩマークの不正使用があった場合は措置命令。命令に従わない場合は罰則。また、生産行程管理業

務が不適当であれば、生産者団体への措置命令。命令に従わない場合は、登録の取消し。
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登録の効果①

○ ＧＩ登録されれば、ＧＩ登録産品を販売等する者は「地理的表示」を使用できるが、それ以外の者によ
る地理的表示や類似等表示の使用は原則規制される。

○ このため、他産品と差別化された高いブランド力のある産品について、模倣品排除等を通じ、そのブラ
ンド価値の維持・向上に繋がっている。

■ 市田柿（長野県）

春節需要が高まる年明けに、
中華系マーケットをターゲットに
輸出戦略を展開する中、
「中国産市田柿」と差別化
すべくGIを取得。ブランドの取組を一層強化。

４ 外国産品との差別化

2023年の輸出額が2016年比で4.2倍増に

農水省調査により判明した第三者によるGI産品
の名称を用いた商標の出願に対し、GI権利保持
者が異議申立。

■インドネシア：「鹿児島黒牛」

■ベトナム：「市田柿」

■中国：「すんき」

      当局が当該商標の登録を拒絶

３ 冒認商標への対抗

「相互保護」の枠組により、日本のGI名称が外国でも保護。
不正使用が発見された場合、外国当局が取り締まりこれを排除。

世界の主要な179のショッピングサイトにおいてGI名称の不正
使用が疑われる産品について、農水省が各サイトの運営会社
に削除・修正を要請。

我が国の要請に応じ、EU当局が事業者を取締り

■ ドイツのスーパーでは、NZ産和牛に「Wagyu “Kobe-Style”」

１ 外国政府によるＧＩ保護

■ スペインのレストランにおいて、南米産牛肉のメニューに
「TROPICAL KOBE BEEF」と表示

２ ショッピングサイトにおける不正出品物の削
除

600件以上が削除済
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登録の効果②

〇 ＧＩ登録により、その産品の地域と結び付いた魅力が見える化。ＧIマークと相まって、商談や取引の円滑化、認知度や
アピール力の向上等を通じ、ビジネスの拡大・地域活力の向上に寄与。

〇 ＧI産品だけでなく、食品製造、流通、外食、観光等との連携によるコラボ商品・コラボサービスのマーケットも拡大。
関係事業者だけでなく、地域経済・地域社会への波及効果も期待。

■あら川の桃

関西２府４県のセブン-イレブンにおいて、
あら川の桃を使用したスイーツ「和歌山県
産あら川の桃使用 もももこ」及び「しましま
ドルチェ あら川の桃パンナコッタ」が期間限
定販売。

同時期に、地元フリーペーパーやメディア
でもあら川の桃とGIについて特集を実施。

■東京しゃも ✕ 映画「鬼平犯科帳 血闘」

映画「鬼平犯科帳」の料理監修を務める
野﨑氏が、本物の料理にこだわり、映画に登
場するし軍鶏鍋に東京しゃもを採用。

映画のレシピを再現した「東京しゃもで味わ
う伝統の軍鶏鍋セット」を、百貨店の外商専
用ホームページで販売。

登録を機に露出が増えたことで、搾汁液の需要が
増え、生産面積が拡大。

地域の特産果実でつくる、キリンビール株式会社の
「いいね！ニッポンの果実。氷結®」シリーズで「キリン 
氷結®ストロング 辺塚だいだい」が期間限定販売。
また同地域のGI産品「鹿児島の壺造り黒酢」とコラボ
した黒酢飲料も発売。

■辺塚だいだい

■ところピンクにんにく

「北海道民のためのポテトチップス」が
コンセプトのポテトチップス『じゃがいも道』
（カルビー株式会社）のフレーバーとし
て、『ところピンクにんにく味』が採用。

北海道内の店舗の他、オンライン
ショップ、アンテナショップでも販売（期
間限定販売）。

■ＧＩ産品 ✕ カルピス

カルピス株式会社が６つのGI産品を
選定し、「特選バター」を使用したレシピ
を開発。動画を特設サイトで公開。

各産品の特性やGIについても紹介

パッケージ裏面では、
産品やGI制度を紹介

■やまえ栗 
GI登録を契機に、全国25店舗において

期間限定で販売する「やまえ栗」のケーキ
に、GIとのコラボを可視化するGIマークを
付与。GIとやまえ栗について解説した栗型
カードも配布。
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海外における日本の地理的表示の保護

80

日本

ＧＩの相互保護を可能とする制度を整備

【我が国の相互保護の取組】
我が国と同等水準と認められるＧＩ制度を有する外国とＧＩリストを交換し，当該外
国のＧＩ産品について，所要の手続を行った上で，農林水産大臣が指定

海外における地理的表示の保護が国家間の国際約束によっても実現可能。

相互保護相手国（2024年12月時点）
E U：EU側 121産品，日本側 108産品 英国：英国側 59産品，日本側 109産品

相手国における自国GIの保護
➢ 自国の農林水産物のブランド化
➢ 自国生産者のGI登録の負担軽減

自国における相手国GIの保護
➢ 模倣品の排除による誤認・混同の防止

外国



（参考）海外におけるＧＩ保護制度
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○ 地理的表示（GI：Geographical Indication）とは、農林水産物・食品等の名称で、そ
の名称から当該産品の産地を特定でき、産品の品質等の確立した特性が当該産地と結び付い
ているということを特定できる名称の表示をいい、1900年代初頭にヨーロッパで創設。

○ 地理的表示保護制度は、WTO協定の附属書の一つであるTRIPS協定においても知的財
産の１つとして位置付けられ、世界100ヵ国を超える国で保護。

アジア 中東
欧州

（ＥＵを除く）
ＥＵ 中南米 アフリカ

11か国 7か国 18か国 27か国 24か国 24か国

※ 国際貿易センター（WTOと国連貿易開発会議
（UNCTAD）の共同設立機関）調べ（平成21年）

PDO（原産地呼称保護）：特定の地理的領域で受け継がれたノ
ウハウに従って生産・加工・製造された農産物、食品、飲料が対象。

PＧI（地理的表示保護）：特定の地理的領域と密接に
関連した農産物、食品、飲料が対象。生産・加工・製造の
少なくとも一段階がその地域で行われていなければならない。

EUの地理的表示保護制度のマーク
（http://eumag.jp/issues/c1013/）

○ ＴＲＩＰＳ協定における定義（第22条１）

「地理的表示」とは、ある商品に関し、その確立した品質、社会的評価その他の特性が当該商品の地理的原産地に主と
して帰せられる場合において、当該商品が加盟国の領域又はその領域内の地域若しくは地方を原産地とするものであるこ
とを特定する表示をいう。

知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（ＴＲＩＰＳ協定）
〔ＷＴＯ協定（世界貿易機関を設立するマラケシュ協定（平成６年条約第15号）附属書１Ｃ〕

諸外国における地理的表示保護制度の導入状況



・顧 問：森山𥙿氏（元農林水産大臣）

 ・会    長：村田吉弘氏（一般社団法人全日本・食学会 理事長）

 ・副 会 長：寺沢寿男氏（みなみ信州農業協同組合 代表理事組合長）

 ・会    員：GI登録団体（12９団体）

 ・協力会員：ＧＩ登録団体の活動に協力する団体等（食品産業、料理人、商工、金融、流通、酒類GI、行政等）（１０3団体）

 ・特別協力会員：協力会員にあってＧＩ登録団体の活動に特に協力する団体等（２団体）

GI制度の認知度向上
GI登録団体の活動活性化

〇料理人との連携によるレストランフェア
 ⇒レストランでGI食材を活用

〇百貨店フェアの展開

〇GI産品ネット販売サイトの立上げ
⇒食品販売会社と連携

〇ふるさと納税サイトとの連携

〇外食・食品企業、観光業界とのコラボ
商品の開発促進や必要なマッチング、
実需者へのプロモーション活動支援

情報発信の強化 販路拡大・販売促進 新商品開発支援

  全国のGI登録団体の団結を図り、GI登録団体の連携によるGI産品の販売や輸出等を促進する

  ことにより、GI登録団体の活動活性化とGI制度の認知度向上を図る。

構 成

活 動

○会員の課題に応じた勉強会

交流促進

目 的
令和４年1月19日 設立

GI登録のメリットの拡大に向けて、関係業界とのコラボなど波及効果の高いプロモーション

令和５年11月
@仙台藤崎百貨店

※令和7年3月現在

日本地理的表示協議会（Japan Geographical Indication Council（JGIC））について
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（参考）JFOODOによる直近の取組例

『CNN』

米国を中心に日本産水産物（ホタテ）の特長である、美味しさ、サステナブ
ル、栄養素の高さなどの魅力を消費者らに訴求する取組の一環として、米国
や世界のニュース、政治、健康、エンターテインメントなど、さまざまなトピックに
ついて、速報、詳細な報道を提供するグローバルメディアである「CNN」を活
用し、ブランディング広告（テレビ、WEB・デジタル、航空機インフライト）を
配信。米国のみならず全世界に対して同様の放映や取組を実施。

『インスタグラム・Amazon』

すでにある程度認知のある抹茶をコミュニケーションの全面に立て、「日本茶
＝マインドフルネス・ビバレッジ」というコンセプトをもとに、米国のミレニアル世代
及び健康志向が高い層へストーリー性や日本産のUSP（テアニンリッチ）を
訴求。消費者自身が積極的に情報を拡散・波及させるために、インスタグラ
ムのアカウントを開設し、フォロワーの反応を見ながら工夫して情報発信をす
ることで3.8万人のフォロワーを獲得。プロモ―ションサイトやECサイトに誘導
して、商品購入に繋げた。

《実施エリア》

米国

《期間》

4月1日～

《取組内容》

メディアを活用したブランディング広告

ポータルサイトによる情報発信

SNS・ECサイトの活用

『Taste of Japan』

海外現地の日本食・食文化のトレンド情報の紹介等、海外消費者に対し
、日本食・食文化の魅力を伝える記事を英語・簡体中文・繁体中文・仏
語の４か国語で制作・発信（週１投稿）。
SNS（Facebook、Instagram）による情報発信も行い、令和６年度
は約30本の記事掲載及び約90のSNS投稿を実施。記事のプレビュー数
は160万回超、SNSのフォロワーは約1万人超を達成。

『ダボス会議に合わせたサイドイベント・ジャパンナイト2025』

《取組内容》

国際会議等を活用したプロモーション

ダボスで開催された世界経済フォーラムの年次総会「ダボス会議」のサイド
イベントとして開催されたサイドイベントにて、 料理の提供を通じて、参加
した現地の政財界要人、観光・食関連事業者、メディア関係者等約
220名に対し、日本食・食文化の魅力を発信。

《期間》

令和7年1月22日

《取組内容》

《実施エリア》

米国

《期間》

12月～1月

《取組内容》

《実施エリア》

スイス
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＜事業の内容＞ ＜事業イ メ ー ジ＞

１．地域資源活用価値創出推進事業（農福連携型）
① 農福連携支援事業

障害者等の農林水産業に関する技術の習得、作業工程のマニュアル化、ユニバー
サル農園の開設、移動式トイレの導入、農福連携を地域で広げるための取組等を
支援します。
【事業期間：上限２年間、交付率：定額（上限：150万円/年、経営支援又は
地域協議会の設立及び体制整備300万円/年、作業マニュアルの作成等に取り組
む場合は初年度の額に40万円加算可能）】

② 普及啓発・専門人材育成推進対策事業
農福連携の全国的な横展開に向けた取組、農福連携の定着に向けた専門人材

の育成等を支援します。
【事業期間：１年間、交付率：定額（上限500万円等）】

２．地域資源活用価値創出整備事業（農福連携型）                                                                   

障害者等が作業に携わる生産施設、ユニバーサル農園施設、安全・衛生面に係
る附帯施設等の整備を支援します。
【事業期間：上限２年間、交付率：1/2（上限：簡易整備200万円、高度経営
1,000万円、経営支援2,500万円、介護・機能維持400万円）】

［お問い合わせ先］農村振興局都市農村交流課（03-3502-0033）

農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出対策）のうち

地域資源活用価値創出推進・整備事業（農福連携型）

＜対策のポイント＞
農福連携の一層の推進に向け、障害者等の農林水産業に関する技術の習得、障害者等に農業体験を提供するユニバーサル農園※の開設、農福連携を

地域で広げるための取組、障害者等が作業に携わる生産・加工・販売施設の整備、全国的な展開に向けた普及啓発、都道府県による専門人材育成の取
組等を支援します。

＜事業目標＞
農福連携等に取り組む主体数（12,000件［令和12年度まで］）

＜事業の流れ＞

国

※ 農業分野への就業を希望する障害者等に対し
農業体験を提供する農園

農業法人、社会福祉法人、民間企業等
定額、1/2

（１①、２の事業）

民間企業、都道府県等

定額

（１②の事業）

１．地域資源活用価値創出推進事業（農福連携型）
① 農福連携支援事業

ユニバーサル農園の開設農産加工の実践研修 養殖籠補修・木工技術の習得 移動式トイレの導入

人材育成研修普及啓発に係る取組

② 普及啓発・専門人材育成推進対策事業

農業生産施設(水耕栽培ハウス)

処理加工施設

養殖施設苗木生産施設

園地、園路整備休憩所、トイレの整備

２．地域資源活用価値創出整備事業（農福連携型）

【令和７年度予算概算決定額 7,389（8,389）百万円の内数】

※下線部は拡充事項

＜パンフレット・マニュアル＞＜事例集＞
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＜事業の内容＞ ＜事業イ メ ー ジ＞

１．食体験コンテンツの造成・提供支援

地域の食・食文化の魅力で訪日外国人の誘致を図る重点地域

（SAVOR JAPAN）を中心に、専門家の派遣等により、訪日外国

人のニーズに対応した食体験コンテンツの造成・磨き上げやインバウンド

を輸出につなげる取組を支援するとともに、効果的かつ一元的な情報

発信を支援します。

２．食文化の多角的な価値の整理・情報発信   

食文化の多角的な価値※の情報を、体系的に整理し、わかりやすく

情報発信します。

 ※歴史や文化、製造方法などの伝統や特徴、健康有用性、

持続可能性等

３．食文化コンテンツ関連の人材の高度化   

国内外に向けて食文化の普及活動を行う中核的な人材の高度化

を推進します。

マーケットイン輸出ビジネス拡大支援事業のうち

訪日外国人対応による輸出促進連携支援事業

【令和６年度予算概算決定額 21（80）百万円】

＜対策のポイント＞
日本の食・食文化の魅力でインバウンドの増大を図り、これを農林水産物・食品の輸出につなげる好循環の構築に向けた取組を支援するとともに、新たな需

要の開拓のため、訪日外国人及び海外消費者を中心に関心が高まっている日本の食・食文化について、より高付加価値な情報の整理・発信等に向けた取組
を支援します。

＜事業目標＞
○ インバウンド需要の増大 （訪日外国人旅行者数6,000万人、旅行消費額15兆円［2030年まで］ ）
○ 農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

訪日外国人旅行者数6,000万人、旅行消費額15兆円（2030年まで）
農林水産物・食品の輸出額（２兆円（2025年まで）、５兆円（2030年まで））

地域の食文化のストーリーを
発信できる人材の高度化

食体験コンテンツの造成・提供支援

食文化コンテンツ関連の人材の高度化
日本酒のイラスト

食文化の多角的な価値
の整理・情報発信

歴史性、嗜好多様性（ヴィーガン等）
等の体系的な整理・情報発信

訪日外国人のニーズに対応した
魅力的な食体験の造成

インバウンドを輸出につなげる
好循環の構築

SNSでの情報発信等

農林水産物・食品の輸出

スマートフォンと手のイラスト

［お問い合わせ先］大臣官房新事業・食品産業部外食・食文化課食文化室（03-6744-2012）                      

＜事業の流れ＞

国 民間団体等
委託

インバウンドを輸出に
つなげる取組の支援

2025年大阪・関西万博開催

2023年「和食」がユネスコ無形文化遺産に登録されて10周年

国内外に日本の食文化を伝える
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（Ⅰ）農林水産・食品分野における
知的財産の創出・保護・活用の推進

５.国際標準化
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＜事業の内容＞ ＜事業イ メ ー ジ＞

１．JAS等の国際標準化に対する支援 42百万円
① 国際標準化への対応強化支援

これまでのJAS等の国際標準化に向けた支援の成果を活かしつつ、国際標準化
を加速化させるため、国際規格への提案に至ったJAS等が、着実に国際標準となるよう、
ロビイング活動や国際会議での他国からの意見を受けて回答・反論していくための新
たなデータ収集等の活動を支援します。

② ISOでのスマート農業に関する議論への対応支援
国際標準化機構（ISO）に設置されたスマート農業に関する委員会での議論に先

手を打った対応を実施していくため、国外も含めたスマート農業に関連する規格化・
標準化の動向やその中での日本の強みを調査・把握し、対応方針を検討します。

２．JAS商標登録応答等業務 10百万円
海外におけるJASの信頼性維持のため、JASマークの商標登録出願を行った国・地

域において、知財当局の拒絶理由通知に速やかに対応し、JASマークの商標登録を
実現するとともに、登録が完了した国・地域において登録維持に必要な相手国知財当
局への手続等を行います。

グローバル産地生産流通基盤強化緊急対策のうち

ＪＡＳ等の国際標準化支援・商標登録応答等業務

＜対策のポイント＞
農林水産物・食品の輸出力強化に向け、日本の事業者が世界で活躍しやすい環境を作るために、JAS等の国際標準化を加速するための活動を支援します。

また、海外におけるJASの信頼性維持のため、JASマークの商標登録等を行います。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の流れ＞

【令和６年度補正予算額 52百万円】

国

民間団体等
（民間事業者、研究機関等を含む）

委託
（１の事業）

民間団体等
（民間事業者等を含む）

事務費
（２の事業）

［お問い合わせ先］大臣官房新事業・食品産業部食品製造課基準認証室（03-6744-2096）

日本の事業者が世界で活動しやすい環境が整備され、
農林水産物・食品の輸出拡大

JAS等をベースとした
国際規格を提案

国際会議における議論

ロビイングや国際会議での
意見を受けた調査等

国際会議において承認

国際規格制定

国内方針の検討

国際会議において
日本の意見を主張

海外におけるJASの信頼性維持のため、
JASマークの商標登録

:事業の対象

国内外のスマート農業の
動向調査

①国際標準化への対応強化支援 ②ISOでのスマート農業議論への
対応支援

スマート農業に関する
ISOでの委員会設立
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＜対策のポイント＞
輸出拡大に向けた環境を整備するため、輸出実績の向上に貢献するJAS等の国際標準化や農業・食品産業分野における国際標準の活用に向けた体制

整備等を推進します。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］） 

＜事業の内容＞ ＜事業イ メ ー ジ＞

１．ISO及び諸外国の国際標準化状況調査

ISOや諸外国の国際標準化の状況や、新たにJASを制定すべき分野、ISO提案を

行う分野について調査を実施し、新規JAS及び国際標準化の検討を行います。

２．国際規格の制定等

JAS等の国際標準化に向け、国際標準化戦略の検討、技術的データの収集、関係

者間の合意形成、海外との調整・調査等を実施します。

３．国際標準化等にかかる専門人材の育成

民間企業等において、国際規格文書の作成・解釈や国際会議での交渉に精通した

専門人材を育成するための高度な研修を実施します。

4．国際規格認証に向けた体制整備

農業・食品産業分野における日本発の国際規格を輸出力の強化に結び付けるため、

当該国際規格の普及・認証体制整備を行います。

＜事業の流れ＞

国
民間団体

等

委託

［お問い合わせ先］大臣官房新事業・食品産業部食品製造課基準認証室（03-6744-2096）

○ 民間の取引条件等の課題を解決

○ 輸出拡大に向け、規格に既に合致している我が国産品をそのまま市場
に出せる環境を整備

○ 輸出実績の向上に貢献するJAS等の国際標準化や農業・食品産業分
野における国際標準の活用に向けた体制整備等を推進

4．国際規格認証に向けた体制整備

国際標準の戦略的活用

JAS等をベースとした国際標準化の推進

１．ISO及び諸外国の国際標準化状況調査

２．国際規格の制定等

３．国際標準化等にかかる専門人材の育成

国際標準化活動の

実践

農林水産物・食品の

輸出環境整備

【令和7年度予算概算決定額 35（36）百万円】

➢ 農林水産業・食品産業に国際標準化のノウハウ・経験を蓄積
➢ 業界による積極的な国際標準化、国際規格の活用の促進

グローバル産地づくり推進事業のうち

JAS等の国際標準化による輸出力強化委託事業
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「生鮮魚介類の科学的鮮度評価法」のJAS制定・ISO規格化による輸出への貢献

現状の課題

◆ 欧州の魚の鮮度基準

欧州では、魚の見た目（色、形、ぬめり、においなど）を点
数化した評価基準※により魚の鮮度を評価

１ 16欧州の
評価基準

EUの中鮮度の魚と日本の“刺身”鮮度の魚
を明確に差別化し、高価格で販売できる

苦悶死

活き締め

Ｋ
値

保存時間

１．JAS制定（2022年）

・ 「鮮度の指標」ができることにより、
国内生産者にとっては差別化、
流通業者にとっては選択の指標
として活用促進

・ 近年拡大する電子商取引など、現
物を見ずに取引する場合にも、信頼
性の高い指標として有効

２．ISO規格提案
・JASを―スにISO規格化することで、
日本国内だけでなく、各国において通用
する評価法とする

JASをベースとして
国際提案予定

国際標準化による効果

日本産

Ｋ値 ５
(ISO鮮度評価指標に
よる測定結果)

€ 20

ISOの評価法により、日本産の
「新鮮さ」が証明されている！

生鮮魚介類の鮮度評価法のISO規格ができることにより、

・ 「高鮮度」を証明でき、日本産品の鮮度の良さが世界的に認知
⇒日本産品の差別化による輸出拡大

・ 刺身に適切な鮮度の目安ができることで、生食に適した魚が流通
⇒生食市場拡大による和食文化の浸透

魚の鮮度は、見た目による評価基準しかないため、日
本の刺身のような「高鮮度」が正当に評価されていない。

保存時間： ５日 20日15日10日

可食限界

可食域にあるが、“刺身”など生食可能な0～2日の間の
新鮮さの評価が難しい（見た目で判断できない）

実際には鮮度の劣る魚と同レベルに評価されてしまう

しかし、魚体に傷があるという理由で、買いたたかれることも
ある

◆ 「活け締め」の優位性と誤った評価

活け締めは、高鮮度維持に有効であることが科学的に証明

・Ｋ値が低いほど高鮮度

・ 活き締めのＫ値が、通常
の苦悶死よりも小さい

活き締めの跡

科学的な鮮度評価指標
である「Ｋ値」

・Ｋ値はエネルギー成分
・ これまで、研究には利用されてき
たが、一般利用には至っていない

輸出につながる
規格策定プロセス

「活け締め」の新鮮さが、
ISOの評価法で証明できる

⇓
高付加価値化
が可能に！

※ QIM: Quality Index Method

取引契約書に高い基
準(Ｋ値)を採用するこ
とで、日本の事業者の
優位性を確保し、高
価格の契約を可能
に！

EU産

€ 10

Ｋ値 25
(ISO鮮度評価指標に
よる測定結果)

0～2日
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（Ⅱ）農林水産業・食品産業における
知財マネジメントの強化

1. 農林水産業・食品産業
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95

農林水産・食品分野における知財マネジメント能力の向上

優れた品種や技術等の知的財産を侵害や流出から守り、稼ぎに変えるため、①現場の知財意識の向上と、②現場のニー
ズに応えられる農業知財の専門家によるサポートを推進し、農林水産・食品分野の知財マネジメント能力を向上。

農業・食品産業の現場にあわせた、知財の効果的
な保護・稼ぎにつなげる活用についてアドバイス

相談内容
・商標の区分はどこま
で取得すべき？
・栽培ノウハウ保護の
ための契約内容は？

相談内容
・輸出先国以外でも取得
した方が良い権利は？
・A国でライセンス契約
で稼ぐことは可能？

農業・食品知財に詳しい専門家の増加

現場の知財意識の向上

知財を守らなきゃ。
具体策を専門家に
相談しよう！

新品種のブランド化に
取り組む生産者団体

新商品の海外模倣品
対策を考える加工業者

農業知財専門家

知財知識と、農業・食品
産業の知識やスキルで、
現場をサポートします！

助言相談

権利化

特許権により一定期間独占

産品のブランド戦略や販売戦略を元に取得すべき知的財産権を
特定

営業秘密の３要件を踏まえて管理

秘匿化

技術情報の活用戦略

技術情報を、特許権により公開の上権利として管理するも
のと、営業秘密として秘匿して管理するものとに振り分け

販売戦略ブランド戦略

知的財産の戦略的な保護・活用により「稼げる」産業へ

【例】特徴的な形をウリに！
【例】日本国内及びA国において

販売予定

【例】日本国内及びA国において
特徴的な形を保護する立体商標を取得

【相談・支援体制の充実】 【戦略的知財マネジメントの実践】

〇 取得すべき権利の検討例

〇 技術活用法の検討例

【例】・収穫タイミングと遮光技術は秘匿して管理
・秘匿が難しい潅水技術は特許権として管理

取得すべき国内外の権利の選択
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知的財産権制度活用優良企業等表彰（農林水産大臣賞）の創設

〇 令和７年度から、農林水産分野で知的財産の保護・活用により事業経営の発展に顕著な成果を収めた事
業者等を顕彰する農林水産大臣賞を創設（特許庁による「知的財産制度活用優良企業等表彰」と連携し、
表彰式も合同で実施）

〇 改正食料・農業・農村基本法の方向に即し、農林水産・食品分野における知的財産の戦略的な保護・活用
の優良・先進モデルの掘り起こし・横展開を推進

① 品種とブランド管理の徹底

・ 品種登録名とは別の名称で商標登録。海外でも育成者
権、商標権を取得。権利で複合的に保護。

・ 譲渡禁止等を定めた誓約書を生産者から県に提出させ、
生産者を把握し、物理的にも厳格に管理。

② 許諾料の戦略的な徴収

・ 許諾料収入を国内外での権利取得・維持の費用に充当。
今後、一層の産地化、ブランド化、後継品種開発に投資

2011年
権利期間満了

1994年
出願公表

A

X

B

2011年
権利期間満了

1994年
出願公表

2011年 出願公表

2018年
出願公表

2024年
県内作付
シェア首位

優良品種「A」から、より稼げる優良品種「B」への切替えに成功。

販売金額は３年連続過去最高額を更新

T県の取組 Y県の取組

県内・県外で異なる許諾条件を設定し、自県産米を最高級品
としつつ、当該米のマーケット拡大を実現。

Y県 優良品種「C」

県内生産者

栽培適地の技術
力のある農家に
限定して許諾

県奨励品種であ
ること等を条件
に許諾

高品質を実現 マーケット拡大
を実現

県外生産者

○ 県内・県外で異なる許諾条件を設定

・  県内の栽培適地の技術力のある農家に限定して栽培を
許諾して特に高い品質を確保。

・ 一方で県外にも県奨励品種であること等を条件に許諾を
行い広く普及。

日本を代表するブランド米の地位を確立

＜取組事例のイメージ＞
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＜相談窓口の対応イメージ＞

模倣品疑義情報相談窓口

⚫ 弁護士や弁理士等が個別相談を行い、助言や具体的な対策などを提案

⚫ 海外のGI申請や商標出願、侵害対策の支援事業紹介

⚫ 産地偽装が疑われるケースなどは現地当局への情報提供や働きかけを行

い、消費者保護や不正競争防止の観点からの対応を促す

○ 日本の農林水産物・食品の海外での模倣品が、ジャパンブランドの毀損や輸出促進の弊害となっている
状況を改善するため、2023年11月に海外での模倣品疑義情報相談窓口第１号をタイPFに設置。

【設置済み国・地域】
タイ（バンコク）、中国（北京、上海、広州、成都）、香港（香港）、台湾（台北）、
アメリカ（ロサンゼルス、ニューヨーク、ヒューストン）、ベトナム（ホーチミン）、シンガポール（シンガポール）、
EU（パリ、ブリュッセル）、マレーシア（クアラルンプール）、UAE（ドバイ）

○ 2025年1月現在、10カ国・地域（16拠点）に設置。

実際に海外で販売されていた日本以外が
生産国の干し柿、メロン、和牛、味噌

○ 窓口では、①現地の模倣品への対応、未然防止策の相談、
②模倣品と疑われる商品の情報を受け付け、大使館・領事館、
JETRO関係部署、関係省庁が一体となり対応。

模倣が疑われる産品（例）

模倣品対策の相談

海外における日本産品の模倣品排除とブランド保護

模倣品の情報提供

事業者 現地消費者

受付・案件に合わせ対応

海外のレストランで南米産牛肉のメニュー
へKOBE BEEFの表示

輸出支援プラットフォーム(PF) 模倣品疑義情報相談窓口
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地理的表示活用推進支援事業 【令和７年度予算概算決定額 62（64）百万円】

＜対策のポイント＞
地理的表示（GI）保護制度の活用促進や輸出拡大のため、GI登録申請から登録後のフォローアップまでの一貫したサポート体制の構築、加工品や輸

出を指向する多様な産品の申請拡大、GI産品販路拡大等のための取組を支援します。

＜事業目標＞
地理的表示産品の国内登録数の拡大（200産品［令和11年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イ メ ー ジ＞

１．GI申請・活用相談、有望産品の掘り起こし

GIの申請を支援する窓口（GIサポートデスク）を設置します。
また、加工品や輸出を指向する多様な産品をGI申請に結びつけるためのサポート、

GI産品を使用した加工品等の表示方法等、GI産品の活用に関する相談、GI名
称の先使用期限の満了に向けた対応を支援します。

２．GI登録生産者団体支援

登録生産者団体が共同して行う、GI産品の販路拡大等のための取組を支援し
ます。

また、他業種との連携等による販路拡大等に向けた研修会やシンポジウムの開催
等を支援します。

３．海外でのGI等申請・侵害対策支援

海外での知的財産権確立や地理的表示の不正使用等への対応を支援します。

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］ 輸出・国際局知的財産課（03-6744-2062）

GI
登
録

海外へのGI申請・登録及び商標出願・
登録支援（３）

海外での侵害対策支援（３）

・国内で登録されたGI産品の保護を推進するため、
GI登録生産者団体等が行う海外へのGI申請・
登録及び商標出願・登録を支援

申請から登録後までの一貫したサポート体制の構築、販路拡大等

海外へのGI等申請・登録支援、侵害対策支援

・GI登録生産者団体等が行う侵害実態調
査、差止請求等の対抗措置、模倣品排除
のための取組を支援

生
産
者
団
体
へ
の

一
体
的
支
援
（
２
）

GI登録生産者団体支援
 ・食品企業、観光、料理人等との連携に

よる商品開発・マーケティング支援
 ・ECサイトを活用したGI産品販売支援
 ・商工・地銀、弁護士等と連携したブラン

ディングセミナー 等
効果的なプロモーション実施の支援
 ・GI産品の特色を踏まえた市場や顧客

ニーズ調査 等

GIサポートデスクの設置

説明会
アドバイス

国

GI生産者団体等

定額、
1/2

定額、1/2

定額

日本地理的表示協議会 （１、２の事業）

（３の事業）

GI申請相談（１）

日本地理的表示協議会
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＜事業の内容＞ ＜事業イ メ ー ジ＞

１．農業知的財産保護・活用等支援事業 88（71）百万円

① 農業知財総合支援窓口の整備
 農業現場と農業知財専門人材とをマッチングし、農業知財保護・活用に向けた実

践的な相談対応を行うための窓口の整備を推進します。有望な案件については、専
門家による伴走支援を行います。

② 知財人材の育成・確保
現場での農業知財の保護・活用が進むよう、

ア 農業現場に適したアドバイスができる専門人材の育成・確保
イ 農業・食品産業関係者全体の意識向上
を目的とする、研修セミナーの実施を支援します。
あわせて、種苗業者向け種苗管理プログラムの作成とその展開を推進します。

③ 品種流出等の情報収集、侵害対策・発信
品種流出等の知財侵害状況、他国の知財制度等、権利取得や侵害対応

に必要な調査を支援します。

２．地理的表示模倣品等対策委託事業 28（36）百万円

国内外におけるGI名称等の不適正使用や模倣品の監視を行います。

農業知的財産保護・活用総合支援事業 【令和７年度予算概算決定額 116（ 107 ）百万円】

＜対策のポイント＞
農業現場における戦略的な知財の保護・活用を進めるため、農業知財専門人材とのマッチング、助言や伴走支援を行うための総合支援窓口の整備を推進し

ます。また、農業現場の知財意識の向上、農業知財専門人材の育成のほか、種苗業者の知財管理能力の向上に向けた支援を行います。

＜事業目標＞
○ 輸出事業計画の認定輸出事業者における知的財産の保護・活用の実施率80％ ［令和11年度まで］
○ 相談対応件数1,000件［令和11年度まで］

国

＜事業の流れ＞

植物品種等海外流出
防止対策コンソーシアム

定額

［お問い合わせ先］輸出・国際局知的財産課（03-6738-6442） 

農業知財総合支援窓口［１.①］

農業知財専門人材の育成［１.②］ 品種流出等の情報収集
［１.③、２］

・海外知財制度調査
・国内外品種等侵害状況把握
・国内外のGI名称等不適正使用、
 模倣品の監視  等

相談員とマッチング

相談者

農業知財専門人材を
相談員として登録

・相談対応
企画、生産、販売、輸出等各事
業のフェーズごとの知財に関する
個別の相談対応

・伴走支援
プロジェクト単位でコンサルティング

調査結果利用

（登録）農業知財専門相談員
（弁護士、弁理士等）

民間団体等
委託

（１の事業）

（２の事業）

現場の知財意識・能力の向上
［ １.②］

・種苗業者向け種苗管理プログラム
・農業・食品産業関係者全体の教育
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○ 選果など多くの雇用労力に頼っているが、労働力
の確保が困難になっている。

○ 農林水産業の現場には、機械化が難しく手作
業に頼らざるを得ない危険な作業やきつい作業
が多く残されている。

○ 農業者が減少する中、一人当たりの作業面
積の限界を打破することが求められている。

（４）ノウハウの保護
我が国の農業分野における熟練者への依存

○ トラクターの操作などの熟練者でなければできない
作業が多く、若者や女性の参入の妨げとなっている。

• 農業の現場では、依然として人手に頼る作業や熟練者でなければできない作業が多く、省力化、人手の
確保、負担の軽減が重要な課題となっている。
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我が国の農産物の優位性が失われるおそれ

・農業現場におけるノウハウ等は我が国の農業における強みの源泉であり、我が国の農産物に
国際的な優位性をもたらす重要なもの。

・農業分野では知的財産に対する関心が低かったこと等から、これまでこれらのノウハウ等の
管理・流出には無防備であった。

技術やノウハウはタダで誰にで
も教えるのが普通。

日本の優れた技術を海外の
人にも無償で伝えよう。

栽培技術が模倣されな
いようにするにはどうしたら
良いのだろう。

知的財産に関する関心が低い 知的財産として保護する方法が不明

知的財産は難しくてよく分か
らないから、契約内容には
含めなくていいか。

技術やノウハウが失われたり、海外に流出したりすることにより、
我が国農産物の優位性が失われるおそれ

知的財産の
流出
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農林水産省 輸出・国際局 知的財産課 ／Intellectual Property Division. Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

・農水省が実施したアンケートの結果では、我が国の高品質な農産物の生産を支えるノウハウ
が適切に管理されていないということがうかがえる。

アンケート実施概要

一方で、大半の農業者がノウハウの管理
を行っていない。

多くの農業者は、農業生産には様々なノウハウが
あることを認識している。

アンケート結果概要

農水省では、生産技術に関するノウハウ等の実態把握のため、
平成29年7月～8月に、農業者などを対象にアンケート調査を実施。

管理して
いない

管理している

今後管理
する予定

無回答

図１ どのようなものをノウハウと認識しているか。 図２ ノウハウを管理しているか。

価値ある生産技術・ノウハウの管理の実態
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農林水産省 輸出・国際局 知的財産課 ／Intellectual Property Division. Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

要件１：秘密管理性
秘密として管理されていること
→ その情報に合法的かつ現実に接触することができる従業員等からみて、その情報が会社にとって秘密としたい 

情報であることが分かる程度に、アクセス制限やマル秘表示といった秘密管理措置がなされている必要。

要件２：有用性
有用な営業上又は技術上の情報であること
（例：設計図、製法、製造ノウハウ、顧客名簿、仕入れ先リスト等）
→ その情報が事業活動が利用されることによって経費節約、経営効率の改善などに役立つものであること。現

実に利用されていなくても構わない。

要件３：非公知性
公然と知られていないこと
→ 保有者の管理下以外では一般に入手できないこと。

ロックされたUSBメモリのイラスト

マル秘のマーク

営業秘密の３要件

○ 不正競争防止法では、研究・開発や営業活動の過程で生みだされた生産の方法、ノウハウ等を「営業秘
密」として保護。

○ 「秘密管理性」「有用性」「非公知性」の３要件を全て満たした場合には、同法による保護を受けられる可
能性。

➢ 営業秘密の３要件

•  上記の３要件を全て満たした場合、「営業秘密」として保護される可能性。

•  農業分野では、①屋外で栽培が行われること、②農協の生産部会のように複数メンバーで情報共有されること等から、  

３要件のうち特に「秘密管理性」の充足が議論となりやすい。
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農林水産省 輸出・国際局 知的財産課 ／Intellectual Property Division. Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

営業秘密管理指針と農業分野の特殊性

• 物件に営業秘密情報が化体している場合の秘密管理措置の例（抜粋）
－ 扉に「関係者以外立入禁止」の張り紙を貼る
－ 工場内への部外者の立入りを制限する

• 秘密管理性の有無は、法人（具体的には管理単位）ごとに判断される。

＜営業秘密管理指針＞

○ 営業秘密管理指針（経産省）は、法的保護を受けるために必要となる最低限の水準の対策（３要件の
うち特に秘密管理性に関する解釈及び考えられる措置の例）を示すもの。

○ 一般論としては農業分野にも当てはまるものの、製造業を想定した記載も見受けられる。

１．総説
・  不正競争防止法の位置付け
・ 不正競争防止法における営業秘密の定義
・ 営業秘密と民事・刑事上の措置との関係
・ 契約による情報の保護

２．秘密管理性について
（１）秘密管理性要件の趣旨
  ・  営業秘密の情報としての特性
・ 秘密管理性要件の趣旨
・ 留意事項

（２）必要な秘密管理措置の程度
  ・  総説
  ・  秘密管理措置の対象者
・  合理的区分

  ・  その他の秘密管理措置
  ・  留意事項

（３）秘密管理措置の具体例
  ①  紙媒体の場合
  ②  電子媒体の場合
  ③  物件に営業秘密が化体している場合
  ④  媒体が利用されない場合
  ⑤  複数の媒体で同一の営業秘密を管理する場合

（４）営業秘密を企業内外で共有する場合の秘密管理性の考え方
  ①  社内の複数箇所で同じ情報を保有しているケース
  ②  複数の法人間で同一の情報を保有しているケース

３．有用性の考え方

４．非公知性の考え方
屋内にある秘密を想定？屋外
にある植物体はどうすれば？

企業を想定？生産者グループで
秘密を共有する場合の判断は？
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農林水産省 輸出・国際局 知的財産課 ／Intellectual Property Division. Export and International Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

「農業分野における営業秘密の保護ガイドライン」の構成

○ 近年、我が国の農業分野の知的財産の重要性への認識が高まり、種苗法改正、和牛遺伝資源の保護な
どの制度整備がなされたが、農業現場における優れた栽培・飼養技術やその他のノウハウ等の知的財産
（以下、「技術・ノウハウ等」）を保護する仕組みが残されたミッシングピースとなっている。

○ 農業分野の技術・ノウハウ等について、競争防止法の営業秘密の枠組みを活用した保護を進めるため、その
際の留意点等をわかりやすくした「農業分野における営業秘密の保護ガイドライン」を策定。

○ ガイドラインは以下のⅠ～Ⅴにより構成されており、理論的な整理に加え、現場で実際に営業秘密の保護に
取り組めるよう、必要な措置をまとめた「マニュアル」を整備。

Ⅰ ガイドライン策定の趣旨

Ⅱ 営業秘密管理指針の農業分野への当てはめ ＜理論編＞

Ⅲ 営業秘密の基礎的管理マニュアル ＜実践編＞

Ⅳ 今後の農業分野における技術・ノウハウ等の保護・活用に向けて

Ⅴ 事例集
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• 近年、我が国の農業分野の知的財産の重要性への認識が高まり、種苗法改正、和牛遺伝資源の保護などの制度整備がなされたが、農業現場における
優れた栽培・飼養技術やその他のノウハウ等の知的財産（以下、「技術・ノウハウ等」）を保護する仕組みが残されたミッシングピースとなっている。

• このため、農業分野における技術・ノウハウ等を不正競争防止法の営業秘密として保護する際の留意点等について、わかりやすく示すことを目的として、ガ
イドラインを策定。理論的な整理に加え、現場で実際に営業秘密の保護に取り組めるよう、これだけ読めば取り組める「マニュアル」を整備。

Ⅰ ガイドライン策定の趣旨

• 営業秘密として保護を受ける（不正使用の差止めや損害賠償請求など）
ための３要件である①秘密管理性、②有用性、③非公知性の充足に必
要な最低限の水準の対策は、「営業秘密管理指針」（経産省）で規定。

• 管理指針を基本として、屋外で栽培が行われる、小規模な生産者が多い一
方で技術・ノウハウ等の共有範囲が広いといった農業分野特有の事情・慣行
も踏まえた必要な措置を整理（指針の農業分野への当てはめ）。

➢ 屋外に秘密情報がある場合、安易に部外者を立ち入らせないことや、秘
密情報に着目させない工夫が重要。

➢ 従業員が少数・家族のみの場合、
技術・ノウハウ等を従業員・家族間で共有することを前提に、外部には秘
密にするべきという認識を共有することが重要。

➢ 従業員が多い場合、技術・ノウハウ等に触れる従業員を制限したり、
秘密情報の管理のルールを定め、従業員間の秘密情報の管理意識を醸
成することが重要。

➢ 農協の生産部会などのグループ内に限定して
技術・ノウハウ等を共有する場合、部会内で
秘密情報の管理のルールを定め、外部に開示
しないという認識を共有することが重要。

Ⅱ 営業秘密管理指針の農業分野への当てはめ ＜理論編＞

• 生産者や生産部会等が、それぞれの技術・ノウハウ等を営業秘密として
管理するために必要な管理措置をわかりやすく提示。

＜ステップ１：技術・ノウハウ等の棚卸しとその共有範囲の確認＞

① 質問に沿って、農業の各工程ごとに、各自の持つ技術・ノウハウ等を洗
い出す（技術・ノウハウ等の棚卸し）。

② 棚卸しにより把握した技術・ノウハウ等について、フローチャートに沿っ
て、誰に共有されているか、営業秘密として保護することが可能かを確
認（みんなに知られているものは営業秘密として保護できない）。

＜ステップ２：営業秘密の管理方法のチェック＞

③ チェックシートに沿って、適切な管理が行われているか・どのような管理
措置が必要かを確認。 その際、生産者の経営実態等に応じた管理
ができるよう、⑴従業者が少ない生産者（家族のみの場合含む）／
⑵従業員の多い生産者／⑶農協の生産部会などのグループ／⑷都道
府県のそれぞれについて、異なるチェックシートを活用。

• このほか、従業員等と秘密保持契約を結ぶ場合等のひな型を提示。

• 生産者・生産部会等の技術・ノウハウ等に接する機会が多い指導員
が所属する、都道府県や農協に期待される取組を付録として記載。

Ⅲ 営業秘密の基礎的管理マニュアル ＜実践編＞

• 技術・ノウハウ等の管理について、参考となる取組事例を紹介。

Ⅴ 事例集

• 有用な技術・ノウハウ等を整理することは、その正確な伝達にも資する。技
術・ノウハウ等の保護は、その独占だけを意味するものでなく、地域・生産者間
で共有することも可能。適切な保護・活用は、新たな技術・ノウハウ等を生み
出すインセンティブともなり、我が国の農業技術の発展に寄与。

Ⅳ 今後の農業分野における技術・ノウハウ等の保護・活用に向けて

「農業分野における営業秘密の保護ガイドライン」の概要

ガイドラインはこちらから → https://pvp-conso.org/842
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（Ⅱ）農林水産業・食品産業における
知財マネジメントの強化

２. 公的研究
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６ 戦略的研究開発知財マネジメント強化事業 【拡充】
【令和７年度予算概算決定額 ５0（24）百万円】

＜対策のポイント＞

○スマート農業技術活用促進法では、「スマート農業技術等に関する知的財産の保護及び活用その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする」とされており、
 農業の国際競争力の向上等に向け、研究成果の効果的な社会実装のため一層の知財マネジメントを推進。

＜政策目標＞

○知財専門家によるプッシュ型支援と知財担当者間のネットワーク構築を通じた、公的研究機関の知財マネジメントの強化と継続的な知的財産マネジメント
 体制の実現

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究企画課（03-3502-7436）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．研究開発段階からのプッシュ型支援による知財マネジメントの普及・啓
発

○ 弁護士等の知財専門家による公的研究機関等へプッシュ型の助言・指
導を行うことで、公的研究機関等の課題を明らかにし、知財に関する課題
を解決します。

２．研究開発段階の知財マネジメントネットワークの構築支援

○ スマート農業技術等の研究成果の社会実装の一層の加速化のため、公
的研究機関等の知財担当者によるネットワークを構築し、侵害対応等、
公的研究機関等が連携・情報共有することで知財マネジメント力を効果
的に強化できる取組を支援するとともに、これらの取組に対する知財専門
家による支援を行い、知財マネジメント強化を推進します。

国 民間団体等

委託＜事業の流れ＞

知財専門家によるプッシュ型の助
言・指導を実施

組織における
知財マネジメントの向上

知財マネジメント強化に取組む公
設試等で形成するネットワークの構
築を支援

継続的な知財マネジメント
体制の実現

 プッシュ型支援による
 知財マネジメントの普及・啓発

研究開発段階の知財マネジメント
ネットワークの構築支援

公的研究機関など

知財専門家

個別の公設試のネットワーク課
題
例

・ 研究開発段階の社会実装に有効な知的財産の選択

・ 研究成果を見据えた研究開発段階からの秘匿化やノウハウの管理方法 等
研究開発段階の
知財マネジメント

研究開発段階
からの秘匿化
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